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津波への配慮に関する説明書は，以下の資料により構成されている。 

 

Ⅴ-1-1-3-2-1 耐津波設計の基本方針 

 

Ⅴ-1-1-3-2-2 基準津波の概要 

 

Ⅴ-1-1-3-2-3 入力津波の設定 

 

Ⅴ-1-1-3-2-4 入力津波による津波防護対象設備への影響評価 

 

Ⅴ-1-1-3-2-5 津波防護に関する施設の設計方針 
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Ⅴ-1-1-3-2-4 入力津波による津波防護対象設備への影響評価 
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1. 概要 

本資料は，津波防護対策の方針として，津波防護対象設備に対する入力津波の影響について説

明するものである。 

津波防護対象設備が，設置（変更）許可を受けた基準津波によりその安全機能又は重大事故等

に対処するために必要な機能が損なわれるおそれがないよう，遡上への影響要因，浸水経路等を

考慮して，設計時にそれぞれの施設に対して入力津波を設定するとともに津波防護対象設備に対

する入力津波の影響を評価し，影響に応じた津波防護対策を講じる設計とする。 

評価においては，Ⅴ-1-1-3-2-3「入力津波の設定」に示す入力津波を用いる。 
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2. 設備及び施設の設置位置 

  (1) 津波防護対象設備 

津波防護対象設備については，Ⅴ-1-1-3-2-1「耐津波設計の基本方針」の「2.1.1 津波防

護対象設備」にて設定している設備を対象としている。ただし，津波防護対象設備のうち非

常用取水設備については，津波襲来時において津波の影響から防護するために設置する津波

防護対策そのもの又は津波の経路を形成する構築物であることから，これらの設備は津波に

よる津波防護対象設備の影響評価の対象となる津波防護対象設備から除く。 

 

  (2) 津波防護対象設備を内包する建屋及び区画の設定 

   a. 設定の方針 

津波防護対象設備を内包する建屋及び区画の単位で防護することで，その中に設置して

いる津波防護対象設備を防護できることから，津波防護対象設備を内包する建屋及び区画

を設定する。 

 

   b. 設定の方法 

耐震重要度分類及び安全機能の重要度分類に基づき，津波防護対象設備を選定し，当該

設備が設置される建屋及び区画を調査し，抽出された当該建屋及び区画を「津波防護対象

設備を内包する建屋及び区画」として設定する。 

 

   c. 結果 

発電所の主要な敷地高さは，主にT.M.S.L.＋5mの荒浜側の敷地と，T.M.S.L.＋12mの大湊

側の敷地の高さに分かれている。T.M.S.L.＋12mの大湊側の敷地には，津波防護対象設備を

内包する原子炉建屋，タービン建屋，コントロール建屋，廃棄物処理建屋がある。また，

T.M.S.L.＋12mの大湊側の敷地に燃料設備の一部（軽油タンク及び燃料移送ポンプ）を敷設

する区画がある。 

このため，上記の建屋及び区画を設計基準対象施設の津波防護対象設備を内包する建屋

及び区画として設定する。 

また，設計基準対象施設の津波防護対象設備を内包する建屋及び区画に加え，敷地高さ

T.M.S.L.＋12mの5号機原子炉建屋内緊急時対策所を内包する5号機原子炉建屋，格納容器

圧力逃がし装置及び常設代替交流電源設備を敷設する区画，5号機東側保管場所，5号機東

側第二保管場所，並びに敷地高さT.M.S.L.＋35m以上の大湊側高台保管場所，荒浜側高台保

管場所を重大事故等対処施設の津波防護対象設備を内包する建屋及び区画として設定する。 

設計基準対象施設の津波防護対象設備を内包する建屋及び区画並びに重大事故等対処施

設の津波防護対象設備を内包する建屋及び区画（以下「津波防護対象設備を内包する建屋

及び区画」という。）の配置を図2－1に示す。また，遡上波が到達しない十分に高い敷地

として，大湊側のT.M.S.L.＋12mの敷地を含め，大湊側及び荒浜側の敷地背面のT.M.S.L.＋

12mよりも高所の敷地を「浸水を防止する敷地」として設定し図2－2に示す。柏崎刈羽原子
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力発電所の主要断面概略図を図2－3及び図2－4に示す。

添改3-7



 

4 

K7
 ①

 Ⅴ
-1
-1

-3
-2
-4
 R
0 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

  

図
2－

1 
津
波
防
護
対
象
設
備
を
内
包
す
る
建
屋
及
び
区
画
（

発
電
所
全
体
）
 

 

添改3-8



 

5 

K7
 ①

 Ⅴ
-1
-1

-3
-2
-4
 R
0 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図
2－

2 
浸
水
を
防
止
す
る
敷
地
 

 

添改3-9



 

6 

K7
 ①

 Ⅴ
-1
-1

-3
-2
-4
 R
0 

 

 

 

7 号機主要断面概略図（その 1） 

 

 

 

7 号機主要断面概略図（その 2） 

 

 

 

7 号機主要断面概略図（その 3） 

図2－3 柏崎刈羽原子力発電所第7号機の主要断面概略図 
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5 号機主要断面概略図（その 1） 

 

 

 

5 号機主要断面概略図（その 2） 

 

 

 

5 号機主要断面概略図（その 3） 

 

図2－4 柏崎刈羽原子力発電所第5号機の主要断面概略図 
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3. 入力津波による津波防護対象設備への影響評価 

 3.1 入力津波による津波防護対象設備への影響評価の基本方針 

敷地の特性（敷地の地形，敷地及び敷地周辺の津波の遡上，浸水状況等）に応じた津波防護

を達成するため，敷地への浸水防止（外郭防護1），漏水による重要な安全機能及び重大事故等

に対処するために必要な機能への影響防止（外郭防護2），津波による溢水の重要な安全機能及

び重大事故等に対処するために必要な機能への影響防止（内郭防護）並びに水位変動に伴う取

水性低下及び津波の二次的な影響による重要な安全機能及び重大事故等に対処するために必要

な機能への影響防止の観点から，入力津波による津波防護対象設備への影響の有無の評価を実

施することにより，津波防護対策が必要となる箇所を特定し，津波防護対策を実施する設計と

する。また，上記の津波防護対策の他に，津波監視設備として津波監視カメラ及び取水槽水位

計を設置する設計とする。 

津波監視設備である津波監視カメラ及び取水槽水位計の詳細な設計方針については，Ⅴ-1-

1-3-2-5「津波防護に関する施設の設計方針」に示す。 
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 3.2 敷地への浸水防止（外郭防護 1）に係る評価 

津波防護対象設備への影響評価のうち，敷地への浸水防止（外郭防護1）に係る評価に当たっ

ては，津波による敷地への浸水を防止するための評価を行うため，「(1) 評価方針」にて評価

を行う方針を定め，「(2) 評価方法」に定める評価方法を用いて評価を実施し，評価の結果を

「(3) 評価結果」に示す。 

評価において，「2. 設備及び施設の設置位置」にて設定している津波防護対象設備を内包

する建屋及び区画が，津波により浸水する可能性があり，津波防護対策が必要と確認された箇

所については，「(4) 津波防護対策」に示す対策を講じることにより，津波による津波防護対

象設備を内包する建屋及び区画の浸水を防止できることとし，この場合の「(3) 評価結果」は，

津波防護対策を踏まえて示すこととする。 

  (1) 評価方針 

津波が敷地に襲来した場合，津波高さによって，敷地を遡上し地上部から津波防護対象設

備を内包する建屋及び区画に到達，流入する可能性が考えられる。また，海域と連接する取

水路，放水路等の経路からの津波防護対象設備を内包する建屋及び区画に津波が流入する可

能性が考えられる。 

このため，敷地への浸水防止（外郭防護1）に係る評価では，敷地への遡上に伴う津波（以

下「遡上波」という。）による入力津波の地上部からの到達，流入並びに取水路，放水路等

の経路からの流入に伴う津波（以下「経路からの津波」という。）による入力津波の流入に

分け，各々において津波防護対象設備を内包する建屋及び区画に津波が流入し，津波防護対

象設備へ影響を与えることがないことを評価する。具体的には以下のとおり。 

   a. 遡上波の地上部からの到達，流入の防止 

津波防護対象設備を内包する建屋及び区画が，基準津波による遡上波が到達しない十分

高い位置に設置してあることを確認する。 

また，基準津波による遡上波が到達する高さにある場合には，津波防護施設及び浸水防

止設備の設置により遡上波が到達しないことを確認する。 

 

   b. 取水路，放水路等の経路からの津波の流入防止 

取水路，放水路等の経路から津波が流入する可能性について検討した上で，流入の可能

性のある経路（扉，開口部，貫通口等）を特定する。 

特定した経路に対して，津波防護施設及び浸水防止設備の設置により津波の流入を防止

可能であることを確認する。 

 

  (2) 評価方法 

   a. 遡上波の地上部からの到達，流入の防止 

遡上波による敷地周辺の遡上の状況を加味した浸水の高さ分布と，津波防護対象設備を

内包する建屋及び区画の設置された敷地の標高に基づく許容津波高さ又は津波防護対策を

実施する場合はそれを踏まえた許容津波高さとの比較を行い，遡上波の地上部からの到達，

添改3-13



 

10 

K7
 ①

 Ⅴ
-1
-1

-3
-2
-4
 R
0 

流入の可能性の有無を評価する。 

なお，評価においては，基準津波の策定位置における高水位の年超過確率は10-4～10-5程

度であり，独立事象として津波と高潮が重畳する可能性は極めて低いと考えられるものの，

高潮ハザードについては，プラント運転期間を超える再現期間100年に対する期待値

T.M.S.L.＋1.08mと，入力津波で考慮した朔望平均満潮位T.M.S.L.＋0.49m及び潮位のばら

つき0.16mの合計との差である0.43mを参照する裕度とし，設計上の裕度の判断の際に考慮

する。 

高潮ハザードの再現期間100年に対する期待値については，図3－1に示すとおり，観測地

点「柏崎」における過去61年（1955年～2015年）の潮位観測記録に基づき求めた最高潮位

の超過発生確率を参照する。 

 

   b. 取水路，放水路等の経路からの津波の流入防止 

津波が流入する可能性のある経路として，津波襲来時に海域と連接する可能性のある取

水路，放水路，屋外排水路，電源ケーブルトレンチ及びケーブル洞道の経路を特定する。 

特定した各々の経路の標高に基づく許容津波高さ又は津波防護対策を実施する場合はそ

れを踏まえた許容津波高さと，経路からの津波高さを比較することにより，津波防護対象

設備を内包する建屋及び区画への津波の流入の可能性の有無を評価する。なお，流入の可

能性に対する設計上の裕度評価の判断の際には，「a. 遡上波の地上部からの到達，流入

の防止」と同様に裕度が確保できていることを確認する。 

取水路につながり津波防護対象設備を内包する建屋及び区画を設置する敷地に津波が流

入する可能性のある経路としては取水路及び補機冷却用海水取水路（以下「補機取水路」

という。）の点検用立坑の開口部が挙げられるが，これらは敷地面上（T.M.S.L.＋12m）で

開口しており，その天端標高は，いずれも流入口となる取水口における最高水位及び補機

冷却用海水取水槽（以下「補機取水槽」という。）における最高水位（入力津波高さ）よ

りも高い。また，この高さは参照する裕度（0.43m）を考慮しても余裕がある。したがって，

これらの経路から津波防護対象設備を内包する建屋及び区画を設置する敷地に津波が流入

することはない。 
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図3－1 観測地点「柏崎」における最高潮位の超過発生確率 
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  (3) 評価結果 

   a. 遡上波の地上部からの到達，流入の防止 

遡上波による敷地周辺の遡上の状況，浸水の分布等の敷地への浸水の可能性のある経路

（以下「遡上経路」という。）を踏まえると，遡上波が地上部から津波防護対象設備を内

包する建屋及び区画に流入しないことから，津波防護対象設備へ影響を与えることはない。

具体的な評価結果は，以下のとおり。遡上波の地上部からの到達，流入の評価結果を表3－

1に示す。 

津波防護対象設備を内包する建屋及び区画には原子炉建屋，タービン建屋，コントロー

ル建屋，廃棄物処理建屋及び屋外設備である燃料設備（軽油タンク及び燃料移送ポンプ）

を敷設する区画があり，図2－2に示す通り，これらはいずれも上記の「浸水を防止する敷

地」のうち，T.M.S.L.＋12mの大湊側の敷地に設置されている。また，その他の津波防護対

象設備を内包する建屋及び区画も，T.M.S.L.＋12m以上の「浸水を防止する敷地」に設置さ

れており，基準津波の遡上波による発電所全体遡上域における最高水位T.M.S.L.＋8.3mと

比較しても，津波による遡上波は地上部から到達，流入しない。これらの結果は，設計上

の裕度0.43mを考慮しても設計の余裕があり，さらに，基準地震動Ssによる液状化等に伴う

敷地の沈下を考慮した場合においても十分な裕度がある。なお，遡上波の地上部からの到

達，流入の防止として，地山斜面，盛土斜面等の活用はしていない。 

 

表3－1 遡上波の地上部からの到達，流入評価結果 

評価対象 

① ② 
裕度 

（②-①） 
入力津波高さ 

（T.M.S.L.） 

許容津波高さ 

（T.M.S.L.） 

津波防護対象設備を内包

する建屋及び区画 

原子炉建屋 

＋8.3m＊1 

＋11.0m＊2＊3 

（＋12.0m）＊4 
2.7m＊5 

タービン建屋 

コントロール建屋 

廃棄物処理建屋 

燃料設備の一部（軽油

タンク及び燃料移送ポ

ンプ）を敷設する区画 

上記以外 
＋11.0m以上＊2＊3 

（＋12.0m以上）＊4 
2.7m以上＊5 

注記＊1 ：基準津波の遡上波による発電所遡上域の最高水位 

＊2 ：大湊側の敷地高さ 

＊3 ：地震による地盤沈下 1.0m を考慮した値 

＊4 ：地震による地盤沈下を考慮しない場合の値 

＊5 ：参照する裕度（0.43m）に対しても余裕がある
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   b. 取水路，放水路等の経路からの津波の流入防止 

津波が流入する可能性のある流入経路を特定し，その経路ごとに津波防護対象設備を内

包する建屋及び区画への流入の有無を評価した結果，津波防護対策として浸水防止設備を

設置することにより，経路からの津波は流入しないことから津波防護対象設備へ影響を与

えることはない。具体的な評価結果は以下のとおり。 

 

    (a) 津波防護対象設備を内包する建屋及び区画への経路からの津波が流入する可能性のあ

る経路（流入経路）の特定 

津波襲来時に海域と連接し，津波防護対象設備を内包する建屋及び区画への津波の流

入の可能性のある主な経路としては，表3－2に示すように，取水路，放水路，屋外排水

路，電源ケーブルトレンチ及びケーブル洞道がある。 
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表3－2 流入経路特定結果 

系統 流入経路 

取水路 

6号機 

循環水系 スクリーン室，取水路 

補機冷却海水系 
スクリーン室，取水路，補機冷却用海水

取水路 

7号機 

循環水系 スクリーン室，取水路，取水槽 

補機冷却海水系 
スクリーン室，取水路，補機冷却用海水

取水路，補機冷却用海水取水槽 

5号機 

循環水系 スクリーン室，取水路，取水槽， 

補機冷却海水系 
スクリーン室，取水路，補機冷却用海水

取水路，補機冷却用海水取水槽 

放水路 

6号機 

循環水系 放水路，放水庭 

補機冷却海水系 
放水路，補機冷却用海水放水路， 

補機冷却用海水放水庭 

7号機 

循環水系 放水路，放水庭，循環水配管 

補機冷却海水系 
放水路，補機冷却用海水放水路， 

補機冷却用海水放水庭 

5号機 

循環水系 放水路，放水庭，循環水配管 

補機冷却海水系 
放水路，補機冷却用海水放水路， 

補機冷却用海水放水庭 

屋外排水路 排水路，取水枡 

電源ケーブルトレンチ 

6，7号機共用 電源ケーブルトレンチ 

5号機 電源ケーブルトレンチ 

ケーブル洞道 ケーブル洞道 
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    (b) 特定した流入経路ごとの評価 

     イ. 取水路からの流入経路について 

取水路は，海域と連接し，スクリーン室，取水路及び補機取水路を経てタービン建

屋あるいは5号機海水熱交換器建屋内に至る系統からなる地中構造物である。これら

地中構造物には，点検用の立坑が設置されている。取水路からの流入経路に係る平面

図を図3－2に示す。 

このため，取水路からの流入評価としては，取水路，補機取水路及び補機取水槽の

点検用立坑の開口部からの流入について，評価を実施する。結果を以下に，また結果

の一覧を表3－3に示す。 

 

     （イ） 取水路から敷地地上部への流入について 

取水路につながり津波防護対象設備を内包する建屋及び区画を設置する敷地に

津波が流入する可能性のある経路としては取水路及び補機取水路の点検用立坑の

開口部が挙げられるが，これらは敷地面上（T.M.S.L.＋12m）で開口しており，そ

の天端標高は，いずれも流入口となる取水口における最高水位及び補機取水槽に

おける最高水位（入力津波高さ）よりも高い。また，この高さは参照する裕度（0.43m）

を考慮しても余裕がある。したがって，これらの経路から津波防護対象設備を内

包する建屋及び区画を設置する敷地に津波が流入することはない。5～7号機取水

路断面図を図3－3から図3－5に示す。 

 

     （ロ） 取水路から建屋・区画への流入について 

取水路につながり津波防護対象設備を内包する建屋及び区画に流入する可能性

のある経路としては，管路解析により得られる7号機の取水槽，補機取水槽の最高

水位（入力津波高さ）が対応する取水槽及び補機取水槽の上部床面高さよりも高

いため，これらの床面に存在する開口部が考えられる。具体的には7号機取水槽の

上部床面には開口部はないが，補機取水槽の上部床面（タービン建屋海水熱交換

器区域地下1階床面）には取水槽の点検口が存在し，これが流入経路として挙げら

れる。補機取水槽上部床面の点検口に対しては浸水防止設備として取水槽閉止板

を設置することにより，この経路から津波防護対象設備を内包する建屋及び区画

への津波の流入を防止する。7号機取水槽閉止板の配置図を図3－6に示す。
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循環水系（A－A断面） 

補機冷却海水系（B－B断面） 

 

図3－3 6号機 取水路断面図  

凡 例 

赤字：入力津波高さ 

青字：許容津波高さ 

注：地震による地盤沈下 

0.2m を考慮した値 
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循環水系（C－C断面） 

 

補機冷却海水系（D－D断面） 

 

図3－4 7号機 取水路断面図 

  

凡 例 

赤字：入力津波高さ 

青字：許容津波高さ 

注：地震による地盤沈下 

0.2m を考慮した値 
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循環水系（E－E断面） 

 

 
補機冷却海水系（F－F断面） 

 

図3－5 5号機 取水路断面図 

  

凡 例 

赤字：入力津波高さ 

青字：許容津波高さ 

注：地震による地盤沈下 

0.2m を考慮した値 
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表3－3 取水路からの津波の流入評価結果 

流入経路 

① ② 

裕度 

（②－①） 
評価 

入力 

津波高さ 

（T.M.S.L.） 

許容 

津波高さ 

（T.M.S.L.） 

6
号
機 

循環水系 
取水路 
点検用立坑 

＋7.5m＊2 
＋12.0＊4＊6 

（＋12.2m）＊7 
4.5m＊8 

○ 
許容津波高さが入力津
波高さを上回ってお
り，敷地に津波は流入
しない 

補機冷却 
海水系 

補機取水路 
点検用立坑 

＋8.4m＊3 ＋12.2m＊4 3.8m＊8 

○ 
許容津波高さが入力津
波高さを上回ってお
り，敷地に津波は流入
しない 

7
号
機 

循環水系 
取水路 
点検用立坑 

＋7.2m＊2 
＋12.0＊4＊6 

（＋12.2m）＊7 
4.8m＊8 

○ 
許容津波高さが入力津
波高さを上回ってお
り，敷地に津波は流入
しない 

補機冷却 
海水系 

補機取水路 
点検用立坑 

＋8.3m＊3 ＋12.2m＊4 3.9m＊8 

○ 
許容津波高さが入力津
波高さを上回ってお
り，敷地に津波は流入
しない 

補機取水槽 
点検口 

＋8.3m＊3 ＋3.5m＊5 ― 

○ 
浸水防止設備として取
水槽閉止板を設置して
おり，建屋・区画に津
波は流入しない 

5
号
機 

循環水系 
取水路 
点検用立坑 

＋7.4m＊2 
＋12.0＊4＊6 

（＋12.2m）＊7 
4.6m＊8 

○ 
許容津波高さが入力津
波高さを上回ってお
り，敷地に津波は流入
しない 

補機冷却 
海水系 

―＊1 ― ― ― ― 

注記＊1 ：津波が流入する可能性のある経路は存在しない 

＊2 ：各号機の取水口における最高水位 

＊3 ：管路解析により得られる各号機の補機取水槽における最高水位 

＊4 ：点検用立坑の天端標高 

＊5 ：点検口の設置床面（補機取水槽の上部床面）高さ 

＊6 ：地震による地盤沈下 0.2m を考慮した値 

＊7 ：地震による地盤沈下を考慮しない場合の値 

＊8 ：参照する裕度（0.43m）に対しても余裕がある
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     ロ. 放水路からの流入について 

放水路は，タービン建屋から循環水配管，放水庭，補機冷却用海水放水路（以下「補

機放水路」という。），補機放水庭に至る系統からなる地中構造物である。これら地

中構造物には点検用の立坑が設置されている。放水路からの流入経路に係る平面図を

図3－7に示す。 

これらの放水路から津波防護対象設備を内包する建屋及び区画を設置する敷地に

津波が流入する可能性について評価を行った。結果を以下に，また結果の一覧を表3－

4にまとめて示す。 

     （イ） 放水路から敷地地上部への流入について 

放水路につながり津波防護対象設備を内包する建屋及び区画を設置する敷地に

津波が流入する可能性のある経路としては放水路の点検用立坑及び放水庭等の開

口部が挙げられるが，これらは敷地面上（T.M.S.L.＋12m）又は防潮堤上（T.M.S.L.

約＋15m）で開口しており，その天端標高は，いずれも流入口となる放水口におけ

る最高水位及び管路解析により得られる放水庭，補機放水庭における最高水位（入

力津波高さ）よりも高い。また，この高さは参照する裕度（0.43m）を考慮しても

余裕がある。したがって，これらの経路から津波防護対象設備を内包する建屋及

び区画を設置する敷地に津波が流入することはない。放水路からの流入経路に係

る断面図を図3－8から図3－10に示す。 

 

     （ロ） 放水路から建屋・区画への流入について 

放水路につながり津波防護対象設備を内包する建屋及び区画に流入する可能性

のある経路としては，放水庭とタービン建屋の間に敷設されている循環水配管の

放水庭側壁貫通部（配管と壁の隙間部），及び補機放水庭とタービン建屋の間に

敷設されている補機冷却海水配管のタービン建屋外壁貫通部（配管と壁の隙間部）

が考えられる。このうち前者については，当該貫通部がコンクリート巻立てとな

っており，かつ循環水配管がボール捕集器ピットより先で直接埋設となっている。

また後者については，当該貫通部が補機放水庭における最高水位（入力津波高さ）

よりも高所（T.M.S.L.＋12mの敷地よりも上部）に位置する。このため，いずれも

津波防護対象設備を内包する建屋及び区画への津波の流入経路となることはない。 
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表3－4 放水路からの津波の流入評価結果（1/2） 

流入経路 

① ② 

裕度 

（②－①） 
評価 

入力 

津波高さ 

（T.M.S.L.） 

許容 

津波高さ 

（T.M.S.L.） 

6
号
機 

循環水系 

放水路点検
用立坑 

＋7.0m＊1 
＋14.4m＊3＊6 

（＋15.4m）＊7 
7.4m＊8 

○ 
許容津波高さが入力津
波高さを上回ってお
り，敷地に津波は流入
しない 

放水庭 ＋8.8m＊2 
＋12.0m＊3＊6 

（＋13.0m）＊7 
3.2m＊8 

○ 
許容津波高さが入力津
波高さを上回ってお
り，敷地に津波は流入
しない 

補機冷却海
水系 

補機放水路
点検用立坑 

＋8.8m＊2 
＋11.2m＊3＊6 

（＋12.2m）＊7 
2.4m＊8 

○ 
許容津波高さが入力津
波高さを上回ってお
り，敷地に津波は流入
しない 

補機放水庭 ＋8.8m＊2 
＋11.5m＊3＊6 

（＋12.5m）＊7 
2.7m＊8 

○ 
許容津波高さが入力津
波高さを上回ってお
り，敷地に津波は流入
しない 

7
号
機 

循環水系 

放水庭 ＋10.3m＊2 
＋12.0m＊3＊6 

（＋13.0m）＊7 
1.7m＊8 

○ 
許容津波高さが入力津
波高さを上回ってお
り，敷地に津波は流入
しない 

循環水配管
周囲隙間部 

＋10.3m＊2 
＋3.0m＊4＊6 

（＋4.0m）＊7 
― 

○ 
コンクリート巻立てと
なっており，建屋・区
画に津波は流入しない 

補機冷却海
水系 

補機放水路
点検用立坑 

＋10.3m＊2 
＋11.2m＊3＊6 

（＋12.2m）＊7 
0.9m＊8 

○ 
許容津波高さが入力津
波高さを上回ってお
り，敷地に津波は流入
しない 

補機放水庭 ＋10.3m＊2 
＋11.2m＊3＊6 

（＋12.2m）＊7 
0.9m＊8 

○ 
許容津波高さが入力津
波高さを上回ってお
り，敷地に津波は流入
しない 

補機冷却海
水配管周囲
隙間部 

＋10.3m＊2 ＋14.5m＊5 4.2m＊8 

○ 
許容津波高さが入力津
波高さを上回ってお
り，建屋・区画に津波
は流入しない 
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表3－4 放水路からの津波の流入評価結果（2/2） 

流入経路 

① ② 

裕度 

（②－①） 
評価 

入力 

津波高さ 

（T.M.S.L.） 

許容 

津波高さ 

（T.M.S.L.） 

5
号
機 

循環水系 
放水路点検
用立坑 

＋8.3m＊2 
＋11.2m＊3＊6 

（＋12.2m）＊7 
2.9m＊8 

○ 
許容津波高さが入力津
波高さを上回ってお
り，敷地に津波は流入
しない 

補機冷却海
水系 

補機放水路
点検用立坑 

＋8.3m＊2 
＋11.2m＊3＊6 

（＋12.2m）＊7 
2.9m＊8 

○ 
許容津波高さが入力津
波高さを上回ってお
り，敷地に津波は流入
しない 

注記＊1 ：放水口における最高水位 

＊2 ：管路解析により得られる各号機の放水庭，補機放水庭における最高水位 

＊3 ：点検用立坑，放水庭，補機放水庭の天端標高 

＊4 ：循環水配管の放水庭側壁貫通部下端（配管外周部）の中で最も低い値（参考） 

＊5 ：補機冷却海水配管のタービン建屋外壁貫通部下端（配管外周部）の中で最も低い値 

＊6 ：地震による地盤沈下1.0mを考慮した値 

＊7 ：地震による地盤沈下を考慮しない場合の値 

＊8 ：参照する裕度（0.43m）に対しても余裕がある 

  

添改3-33



 

30 

K7
 ①

 Ⅴ
-1
-1

-3
-2
-4
 R
0 

     ハ. 屋外排水路からの流入について 

海域から津波防護対象設備を内包する建屋及び区画を設置する敷地につながる屋外

排水路としては，敷地の北側を通り海域に到るものが一つ（①），放水路を経由して

海域に至るものが一つ（②），5～7号機各タービン建屋西側から海域に到るものが三

つ（③，④，⑤）の，計五つがある。各排水路はφ1000のヒューム管等で構成される

地中構造物であり，排水路上には敷地面に開口する形で集水升が設置されている。な

お，排水路③，④，⑤については，排水路の排出口部（T.M.S.L.＋6m）にフラップゲ

ートが設置されている。屋外排水路からの流入経路に係る平面図を図3－11に示す。 
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屋外排水路につながり津波防護対象設備を内包する建屋及び区画を設置する敷地に

津波が流入する可能性のある経路としては集水升の開口部が挙げられるが，これらは

敷地面上（T.M.S.L.＋12m）又は防潮堤上（T.M.S.L.約＋15m）で開口しており，その

天端標高は，いずれも流入口となる放水口における最高水位及び護岸部における最高

水位（入力津波高さ）に対して2m以上の余裕がある。したがって，これらの経路から

津波防護対象設備を内包する建屋及び区画を設置する敷地に津波が流入することはな

い。 

なお，排水路③，④，⑤の排出口部に設置されたフラップゲートは，基準津波を上

回る規模の津波の発生に備えて，津波の敷地への流入防止を目的として設置した自主

的対策設備である。以上の結果を表3－5にまとめて示す。 

 

表3－5 屋外排水路からの津波の流入評価結果 

流入経路 

① ② 

裕度 

（②－①） 
評価 

入力 

津波高さ 

（T.M.S.L.） 

許容 

津波高さ 

（T.M.S.L.） 

排水路① ＋7.0m＊1 
＋11.5m＊3＊4 

（＋12.5m）＊5 
4.5m＊6 

○ 

許容津波高さが入力津波高さを

上回っており，敷地に津波は流入

しない 

排水路② ＋7.0m＊1 
＋14.4m＊3＊4 

（＋15.4m）＊5 
7.4m＊6 

○ 

許容津波高さが入力津波高さを

上回っており，敷地に津波は流入

しない 

排水路③ ＋8.3m＊2 
＋10.9m＊3＊4 

（＋11.9m）＊5 
2.6m＊6 

○ 

許容津波高さが入力津波高さを

上回っており，敷地に津波は流入

しない 

排水路④ ＋8.3m＊2 
＋11.0m＊3＊4 

（＋12.0m）＊5 
2.7m＊6 

○ 

許容津波高さが入力津波高さを

上回っており，敷地に津波は流入

しない 

排水路⑤ ＋8.3m＊2 
＋11.0m＊3＊4 

（＋12.0m）＊5 
2.7m＊6 

○ 

許容津波高さが入力津波高さを

上回っており，敷地に津波は流入

しない 

注記＊1 ：放水口における最高水位 

＊2 ：護岸部における最高水位（保守的に発電所全体遡上域最高水位） 

＊3 ：各排水路集水升の天端標高 

＊4 ：地震による地盤沈下 1.0m を考慮した値 

＊5 ：地震による地盤沈下を考慮しない場合の値 

＊6 ：参照する裕度（0.43m）に対しても余裕がある 
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     ニ. 電源ケーブルトレンチからの流入経路について 

海域から津波防護対象設備を内包する建屋及び区画を設置する敷地に至る電源ケー

ブルトレンチとしては，5号機のスクリーン室から循環水ポンプ室に接続するトレン

チ（①）と6，7号機のスクリーン室から6号機の放水庭に接続するトレンチ（②）とが

ある。各トレンチは鉄筋コンクリートより構成される地中構造物である。電源ケーブ

ルトレンチからの流入経路に係る平面図を図3－12に示す。 

これらの電源ケーブルトレンチから津波防護対象設備を内包する建屋及び区画を設

置する敷地に津波が流入する可能性について評価を行った。結果を以下に，また結果

の一覧を表3－6にまとめて示す。 

図3－12 電源ケーブルトレンチ配置図 
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     （イ） 電源ケーブルトレンチから敷地地上部への流入について 

電源ケーブルトレンチにつながり津波防護対象設備を内包する建屋及び区画を

設置する敷地に津波が流入する可能性のある経路としてはトレンチの敷地面にお

ける開口部が挙げられるが，トレンチ開口部の天端標高は，いずれも流入口とな

る取水口における最高水位（入力津波高さ）に対して4m程度の余裕がある。した

がって，これらの経路から津波防護対象設備を内包する建屋及び区画を設置する

敷地に津波が流入することはない。電源ケーブルトレンチからの流入経路に係る

断面図を図3－13に示す。 

 

     （ロ） 電源ケーブルトレンチから建屋・区画への流入について 

電源ケーブルトレンチは津波防護対象設備を内包する建屋及び区画と直接つな

がっていないため，当該トレンチが津波防護対象設備を内包する建屋及び区画へ

の津波の流入経路となることはない。 

 

 

 

 
電源ケーブルトレンチ（①） 

 

電源ケーブルトレンチ（②） 

 

図3－13 電源ケーブルトレンチ断面図 

  

凡 例 

赤字：入力津波高さ 

青字：許容津波高さ 

注：地震による地盤沈下 

1.0m を考慮した値 
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表3－6 電源ケーブルトレンチからの津波の流入評価結果 

流入経路 

① ② 

裕度 

（②－①） 
評価 

入力 

津波高さ 

（T.M.S.L.） 

許容 

津波高さ 

（T.M.S.L.） 

トレンチ① ＋7.4m＊1 
＋11.2m＊3＊4 

（＋12.2m）＊5 
3.8m＊6 

○ 

許容津波高さが入力津波高

さを上回っており，敷地に

津波は流入しない 

トレンチ② ＋7.5m＊2 
12.0m＊3＊4 

（＋13.0m）＊5 
4.5m＊6 

○ 

許容津波高さが入力津波高

さを上回っており，敷地に

津波は流入しない 

注記＊1 ：5 号機の取水口における最高水位 

＊2 ：6号機の取水口における最高水位（6，7号機のうち最高水位がより高い 6号機におけ

る値） 

＊3 ：各トレンチ開口部の天端標高 

＊4 ：地震による地盤沈下 1.0m を考慮した値 

＊5 ：地震による地盤沈下を考慮しない場合の値 

＊6 ：参照する裕度（0.43m）に対しても余裕がある 
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     ホ. ケーブル洞道からの流入経路について 

ケーブル洞道は主として，T.M.S.L.＋5m の荒浜側防潮堤内敷地の東側に位置する

T.M.S.L.＋13m の敷地に設けられた 500kV 開閉所から，荒浜側防潮堤内敷地に設置さ

れた 1～4号機の各種変圧器まで，及び大湊側敷地に設置された 5～7号機の各種変

圧器まで敷設された鉄筋コンクリートにより構成された地中構造物である。ケーブ

ル洞道の配置を図 3－14に示す。 

500kV 開閉所から荒浜側防潮堤内敷地に至る洞道と，同開閉所から大湊側敷地に至

る洞道とは相互に連接されているため，自主的な対策設備として設置している荒浜

側防潮堤の機能を考慮せず，T.M.S.L.＋5m の荒浜側防潮堤内敷地への津波の流入，

及び敷地面上の開口部等を介した洞道への浸水を想定すると，本洞道が「海域に連

接し津波防護対象設備を内包する建屋及び区画を設置する敷地につながる経路」を

形成することになる。このため，荒浜側防潮堤の機能を考慮しない条件において，

ケーブル洞道から津波防護対象設備を内包する建屋及び区画を設置する敷地に津波

が流入する可能性について評価を行った。結果を以下に，また結果の一覧を表 3－7

にまとめて示す。
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     （イ） ケーブル洞道から敷地地上部への流入について 

荒浜側から大湊側に至るケーブル洞道は，中央土捨場部をまたいで 2経路が敷

設されており，これが大湊側敷地で合流した後に，5～7号機用に 3経路に分岐

し，それぞれ各変圧器まで敷設されている。 

ここで，大湊側から荒浜側に向かいケーブル洞道の底版上面高さを見たとき，

中央土捨場部をまたぐ 2経路のうち東側の洞道は中央土捨場部においてピーク高

さ T.M.S.L.＋45.6m に達している。また，西側の洞道は，中央土捨場を越えた

500kV 開閉所を設置する敷地部において，2経路に分岐した後に，それぞれピー

ク高さ T.M.S.L.＋8.8m（地震による地盤沈下 1.2m を考慮すると T.M.S.L.＋

7.6m）と T.M.S.L.＋9.8m（地震による地盤沈下 1.2m を考慮すると T.M.S.L.＋

8.6m）に達している。これに対し，荒浜側防潮堤内敷地における最高水位（入力

津波高さ）は T.M.S.L.＋6.9m であることから，保守的に，洞道内の浸水水位が

荒浜側防潮堤内の最高水位と同等になると仮定した場合でも，その水位は上記の

各ピーク高さを超えることはない。また，このピーク高さは参照する裕度

（0.43m）を考慮しても余裕がある。 

以上より，ケーブル洞道から津波防護対象設備を内包する建屋及び区画を設置

する大湊側敷地に津波が流入することはない。ケーブル洞道からの流入経路に係

る断面図を図 3－15に示す。 

 

     （ロ） ケーブル洞道から建屋・区画への流入について 

大湊側敷地の 3経路に分岐したケーブル洞道のうち，1経路はコントロール建

屋脇に接続されているが，前項に示したとおり，荒浜側から大湊側に向かうケー

ブル洞道の底版上面のピーク高さが入力津波高さよりも高いため，建屋及び区画

地下部も含めて津波が大湊側敷地に流入することはない。 
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表 3－7 ケーブル洞道からの流入評価結果 

流入経路 

① ② 

裕度 

（②－①） 
評価 

入力 

津波高さ 

（T.M.S.L.） 

許容 

津波高さ 

（T.M.S.L.） 

ケーブル 

洞道 
＋6.9m＊1 

＋7.6m＊2＊3 
（＋8.8m）＊4 

0.7m＊5 

○ 

許容津波高さが入力津波高

さを上回っており，敷地に

津波は流入しない 

注記＊1 ：荒浜側防潮堤内敷地における最高水位 

＊2 ：大湊側に向かうケーブル洞道底版上面ピーク高さのうち最も低い値 

＊3 ：地震による地盤沈下 1.2m を考慮した値 

＊4 ：地震による地盤沈下を考慮しない場合の値 

＊5 ：参照する裕度（0.43m）に対しても余裕がある 
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  (4) 津波防護対策 

「(3) 評価結果」にて示すとおり，敷地への浸水防止（外郭防護1）を実施するため，浸

水防止設備としてタービン建屋内の地下階の補機取水槽上部床面に設けられた点検口に取水

槽閉止板を設置し，補機取水槽上部床面に存在する配管の貫通部には貫通部止水処置を実施

する。 

タービン建屋内の地下の補機取水槽上部床面に外郭防護として浸水防止設備を設置する範

囲は，補機取水槽おける入力津波高さに対し，設計上の裕度を考慮することとする。 

これらの設備の設置位置の概要を図3－16に示す。また，詳細な設計方針については，Ⅴ-

1-1-3-2-5「津波防護に関する施設の設計方針」に示す。
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 3.3 漏水による重要な安全機能及び重大事故等に対処するために必要な機能への影響防止（外郭

防護 2）に係る評価 

津波防護対象設備への影響評価のうち，漏水による重要な安全機能及び重大事故等に対処す

るために必要な機能への影響防止（外郭防護2）に係る評価に当たっては，漏水によって津波

防護対象設備が有する重要な安全機能及び重大事故等に対処するために必要な機能への影響を

防止するための評価を行うため，「(1) 評価方針」にて評価を行う方針を定め，「(2) 評価

方法」に定める評価方法を用いて評価を実施し，評価の結果を「(3) 評価結果」に示す。 

評価において，漏水する可能性があると確認された箇所については，「(4) 津波防護対

策」に示す対策を実施することにより，漏水によって津波防護対象設備が有する重要な安全機

能及び重大事故等に対処するために必要な機能を損なわないこととし，この場合の「(3) 評

価結果」は，津波防護対策を踏まえて示すこととする。 

 

  (1) 評価方針 

津波が敷地に襲来した場合，「3.2 敷地への浸水防止（外郭防護1）に係る評価」の

「(4) 津波防護対策」に示す津波防護対策を講じた上でもなお漏れる水及び取水・放水設

備の構造上，津波による圧力上昇により漏れる水を漏水と位置付け，ここでは，漏水による

浸水範囲を想定（以下「浸水想定範囲」という。）し，浸水対策として浸水想定範囲の境界

の浸水の可能性のある経路，浸水口に対して浸水対策を施すことにより浸水範囲を限定す

る。 

また，浸水想定範囲及びその周辺に津波防護対象設備がある場合は，防水区画化を行い，

漏水によって津波防護対象設備が有する重要な安全機能及び重大事故等に対処するために必

要な機能への影響がないことを評価する。さらに，浸水想定範囲における長期間の冠水が想

定される場合は，排水設備を設置する必要性を評価する。具体的には以下のとおり。 

   a. 漏水対策（浸水想定範囲の設定） 

取水・放水設備の構造上の特徴等を考慮して，取水・放水施設，地下部等における漏水

の可能性のある箇所の有無を確認する。 

漏水の可能性のある箇所がある場合は，当該箇所からの漏水による浸水想定範囲を確認

する。 

浸水想定範囲の境界において，浸水の可能性のある経路，浸水口（扉，開口部，貫通口

等）を特定し，特定した経路，浸水口に対して浸水対策を施すことにより浸水範囲を限定

する。 

 

   b. 重要な安全機能及び重大事故等に対処するために必要な機能への影響確認 

浸水想定範囲及びその周辺に津波防護対象設備がある場合は，浸水防止設備を設置する

等により防水区画化することを確認する。必要に応じて防水区画内への浸水量評価を実施

し，重要な安全機能及び重大事故等に対処するために必要な機能への影響がないことを確

認する。 
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  (2) 評価方法 

   a. 漏水対策（浸水想定範囲の設定） 

取水・放水設備の構造上の特徴等を考慮して，取水・放水施設，地下部等における漏水

の可能性のある箇所の有無を確認するために，入力津波の流入範囲と津波防護対象設備を

内包する建屋及び区画に着目し，当該範囲のうち津波防護対策を講じた上でもなお漏水の

可能性がある箇所並びに構造上，津波による圧力上昇により漏水の可能性のある箇所の有

無について確認する。 

漏水の可能性のある箇所がある場合は，当該箇所からの漏水による浸水想定範囲を確認

し，同範囲の境界において浸水の可能性のある経路及び浸水口（扉，開口部，貫通口等）

について，浸水防止設備として浸水範囲を限定するための設備を設置する。 

 

   b. 重要な安全機能及び重大事故等に対処するために必要な機能への影響確認 

上記 a.において浸水想定範囲が存在する場合，浸水想定範囲及びその周辺にある津波防

護対象設備に対しては，浸水防止設備として防水区画化するための設備を設置するととも

に，浸水量評価を行い防水区画内への浸水による重要な安全機能及び重大事故等に対処す

るために必要な機能への影響の有無を評価する。 

  

  (3) 評価結果 

   a. 漏水対策（浸水想定範囲の設定） 

    (a) 漏水可能性の検討結果 

津波の流入する可能性のある取水・放水設備の構造上の特徴等を考慮して取水・放水

施設や地下部等において津波による漏水の可能性のある箇所を確認した結果，津波防護

対象設備を内包する建屋及び区画のうち補機取水槽の床面については，その境界に入力

津波が到達する可能性があり「3.2 敷地への浸水防止（外郭防護1）に係る評価」の

「(3) 評価結果」を踏まえて「(4) 津波防護対策」に示すよう津波防護対策を実施す

ることとしており，各床面には有意な漏水が生じ得る隙間部としてポンプグランド部等

が存在するが，必要に応じ増し締めによる締め付け管理をしていることから，漏水する

可能性はない。  
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 3.4 津波による溢水の重要な安全機能及び重大事故等に対処するために必要な機能への影響防止

（内郭防護）に係る評価 

津波防護対象設備への影響評価のうち，津波による溢水の重要な安全機能及び重大事故等に

対処するために必要な機能への影響防止（内郭防護）に係る評価に当たっては，津波による溢

水によって津波防護対象設備が有する重要な安全機能及び重大事故等に対処するために必要な

機能への影響を防止するための評価を行うため，「(1) 評価方針」にて評価を行う方針を定め，

「(2) 評価方法」に定める評価方法を用いて評価を実施し，評価の結果を「(3) 評価結果」

に示す。 

評価において，浸水防護重点化範囲が浸水する可能性があることが確認された箇所について

は，「(4) 津波防護対策」に示す対策を講じることにより，津波による溢水によって，津波防

護対象設備が有する重要な安全機能及び重大事故等に対処するために必要な機能を損なわない

こととし，この場合の「(3) 評価結果」は，津波防護対策を踏まえて示すこととする。 

 

  (1) 評価方針 

津波による溢水の重要な安全機能及び重大事故等に対処するために必要な機能への影響防

止（内郭防護）に係る評価では，津波防護対象設備に対して，内郭防護を実施することによ

り，地震・津波の相乗的な影響や津波以外の溢水要因も考慮した上で，津波防護対象設備が

有する重要な安全機能及び重大事故等に対処するために必要な機能を津波による影響から隔

離し，津波に対する浸水防護の多重化が達成されることを確認する。具体的な評価方針は以

下のとおり。 

 

   a. 浸水防護重点化範囲の設定 

津波防護対象設備を内包する建屋及び区画については，浸水防護重点化範囲として明確

化する。 

 

   b. 浸水防護重点化範囲の境界における浸水評価 

津波による溢水を考慮した浸水範囲，浸水量を安全側に想定する。浸水範囲，浸水量の

安全側の想定に基づき，浸水防護重点化範囲への浸水の可能性のある経路，浸水口（扉，

開口部，貫通口等）を特定し，それらに対して浸水対策を実施することにより，浸水を防

止可能であることを確認する。 
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  (2) 評価方法 

   a. 浸水防護重点化範囲の設定 

浸水防護重点化範囲を明確化するために，敷地における津波防護対象設備を内包する建

屋及び区画について，その配置及び周辺敷地高さを整理し，浸水防護重点化範囲として設

定する。 

 

   b. 浸水防護重点化範囲の境界における浸水対策 

津波による溢水を考慮した浸水範囲及び浸水量を算出し，「a. 浸水防護重点化範囲の

設定」にて設定している浸水防護重点化範囲へ浸水する可能性の有無を評価する。浸水範

囲及び浸水量については，地震・津波の相乗的な影響や津波以外の溢水要因も含めて確認

する。 

具体的には，浸水防護重点化範囲のうち原子炉建屋，タービン建屋内の非常用海水冷却

系を設置するエリア（以下「非常用海水冷却系エリア」という。），コントロール建屋及

び廃棄物処理建屋に対するタービン建屋内の溢水の影響について想定を行い，溢水が発生

する可能性がある場合にはその溢水量を評価し，浸水防護重点化範囲への浸水の可能性を

評価する。なお，浸水防護重点化範囲への浸水の可能性のある経路，浸水口（扉，開口部，

貫通口等）があり，津波防護対策を実施する場合は，それを踏まえて浸水防護重点化範囲

への浸水の可能性を評価する。 

    (a) 浸水防護重点化範囲のうち非常用海水冷却系エリア，原子炉建屋，コントロール建屋

及び廃棄物処理建屋に対するタービン建屋内の復水器を設置するエリアにおける溢水

の影響 

浸水防護重点化範囲のうち非常用海水冷却系エリア，原子炉建屋，コントロール建屋

及び廃棄物処理建屋に対するタービン建屋内の復水器を設置するエリア（以下「復水器

エリア」という。）における溢水の影響評価においては，地震に起因する復水器エリア

に敷設する循環水配管伸縮継手の全円周状の破損及び低耐震クラス機器の破損を想定

し，津波が循環水配管に流れ込み，循環水配管の伸縮継手の損傷箇所を介して，タービ

ン建屋内に流入することが考えられる。これを踏まえて，循環水配管からの溢水量を求

め，その溢水量を復水器エリアから浸水防護重点化範囲への浸水量評価に用いる。溢水

量の算出に当たっては，流入による漏えいを検知することで溢水の対策設備である復水

器水室出入口弁が閉止し，溢水量の低減を図っているため，この閉止を前提条件とした

溢水量を算出する。 

浸水防護重点化範囲のうち非常用海水冷却系エリア，原子炉建屋，コントロール建屋

及び廃棄物処理建屋に対する復水器エリアにおける溢水の影響については，浸水防護重

点化範囲と復水器エリアとの境界の浸水が想定される箇所に浸水対策を実施することを

前提に，復水器エリアに溢水が生じた場合においても，隣接する浸水防護重点化範囲へ

影響を及ぼすことはなく，溢水は復水器エリアのみに滞留するものと仮定して評価を実

施する。 
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循環水配管の損傷箇所が，津波や低耐震クラス機器及び配管の保有水からの溢水によ

り水没した場合，サイフォン効果を考慮すると，取水口前面の水位が循環水配管立ち上

がり部下端高さより低い場合でも，損傷箇所を介して継続して海水が流入してくる可能

性がある。このため，最終的な復水器エリアの溢水量を算出する際は，サイフォン効果

を考慮して評価を実施する。 

復水器エリアの浸水水位は，外部からの流入の都度上昇するものとして計算する。ま

た，取水槽及び放水庭の水位が低い場合，流入経路を逆流してタービン建屋外へ流出す

る可能性があるが，保守的に一度流入したものはタービン建屋外へ流出しないものとし

て評価する。 

 

     イ. 地震発生～循環水ポンプ停止までの間に生じる溢水量 

     （イ） 地震発生～循環水ポンプ停止までの間に生じる溢水量 

循環水配管の伸縮継手の破損については復水器水室出入口弁部及び復水器室連

絡弁部伸縮継手の全円周状の破損を想定する。また，復水器エリアの漏えい検知

インターロックにより循環水ポンプが自動停止するまでの時間を約0.34分とし，

溢水流量を以下の式にて算出する。地震発生～循環水ポンプ停止までの溢水流量

を表3－8に示す。 

 

 

 

Q：流出流量(m3/分) 

A：破損箇所の面積(m2) 

C：損失係数 0.82(-) 

g：重力加速度 9.8(m/s2) 

h：水頭(m) 

D：内径(m) 

w：継手幅(m) 

 

表 3－8 地震発生～循環水ポンプ停止までの溢水流量 

 内径 D(m) 継手幅 w(m) 溢水流量(m3/分) 

復水器水室出入口弁部 
2.6 0.080 約 9384 

復水器水室連絡弁部 

 

  

602

602





ghDwC

ghACQ


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     （ロ） 復水器，低耐震クラス機器及び配管の保有水量から算出した溢水量 

復水器とタービン建屋内に設置してある溢水源となりうる低耐震クラス機器及

び配管を対象とし，当該設備の保有水量の合計を復水器と低耐震クラス機器及び

配管の保有水量から算出した溢水量として考慮する。低耐震クラス機器及び配管

の保有水量を算出する際の主な設備は以下のとおりである。 

 

機器:復水器（淡水），復水ろ過器，復水脱塩塔，低圧給水加熱器，高圧給水

加熱器，低圧復水ポンプ，高圧復水ポンプ，タービン駆動原子炉給水ポ

ンプ，電動機駆動原子炉給水ポンプ等 

配管:給水系配管，復水系配管等 

 

     ロ. 循環水ポンプ停止～破損箇所隔離までの間に生じる溢水量 

循環水ポンプが停止してからインターロックにより復水器水室出入口弁が閉止し，

破損箇所が隔離されるまでの時間を計算し，溢水量を求める。 

循環水ポンプ停止～破損箇所隔離までの想定時間の詳細を表3－9に示す。 

 

 表3－9 破損箇所隔離までの所要時間 

内容 所要時間 

循環水ポンプ停止～循環水ポンプ揚程ゼロ  

循環水ポンプ揚程ゼロ～復水器水室出入口弁12弁閉開始  

復水器水室出入口弁12弁閉開始～12弁全閉  

計  

 

循環水ポンプ停止～破損箇所隔離までの溢水流量について，循環水ポンプ停止直後

の値を代表とし，表3－10に示す。 

 

表 3－10 循環水ポンプ停止～破損箇所隔離までの溢水流量 

（循環水ポンプ停止直後） 

 溢水流量(m3/分) 

復水器水室出入口弁部 
約 8620 

復水器水室連絡弁部 

 

     ハ. 復水器エリアにおける溢水量 

復水器エリアにおける溢水量については「イ. 地震発生～循環水ポンプ停止まで

の間に生じる溢水量」及び「ロ. 循環水ポンプ停止～破損箇所隔離までの間に生じ

る溢水量」の評価結果において算出した溢水量を合計し，これらが復水器エリア空間

部に滞留するものとして溢水水位を算出する。 
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    (b) 浸水防護重点化範囲のうち非常用海水冷却系エリア，原子炉建屋，コントロール建屋

及び廃棄物処理建屋に対するタービン建屋内の循環水ポンプを設置するエリアにおけ

る溢水の影響 

浸水防護重点化範囲のうち非常用海水冷却系エリア，原子炉建屋，コントロール建屋

及び廃棄物処理建屋に対するタービン建屋内の循環水ポンプを設置するエリア（以下

「循環水ポンプエリア」という。）における溢水の影響評価においては，地震に起因す

る循環水ポンプエリアに敷設する循環水配管伸縮継手部の全円周状の破損を想定し，循

環水ポンプ電動機が水没するまでポンプの運転が継続するものとして，ポンプが停止す

るまでの間に生じる溢水量を求め，その溢水量を循環水ポンプエリアから浸水防護重点

化範囲への浸水量評価に用いる。 

浸水防護重点化範囲のうち非常用海水冷却系エリア，原子炉建屋，コントロール建屋

及び廃棄物処理建屋に対する循環水ポンプエリアにおける溢水の影響については，浸水

防護重点化範囲と循環水ポンプエリアとの境界の浸水が想定される箇所に浸水対策を実

施することを前提に，循環水ポンプエリア内に溢水が生じた場合においても，隣接する

浸水防護重点化範囲へ影響を及ぼすことはなく，溢水は循環水ポンプエリアのみに滞留

するものと仮定して評価を実施する。サイフォン効果の考慮及び流入した溢水について

は(a)と同様の考慮を行う。 

 

     イ. 循環水ポンプエリアにおける溢水量 

循環水ポンプエリアの浸水水位は，循環水ポンプ電動機が水没するまでポンプの運

転が継続するものとして，電動機が浸水する高さとする。 

 

    (c) 浸水防護重点化範囲のうち非常用海水冷却系エリア，原子炉建屋，コントロール建屋

及び廃棄物処理建屋に対するタービン建屋内のタービン補機冷却水系熱交換器を設置

するエリアにおける溢水の影響 

浸水防護重点化範囲のうち非常用海水冷却系エリア，原子炉建屋，コントロール建屋

及び廃棄物処理建屋に対するタービン建屋内のタービン補機冷却水系熱交換器を設置す

るエリア（以下「タービン補機熱交換器エリア」という。）における溢水の影響評価に

おいては，地震に起因するタービン補機熱交換器エリアに敷設するタービン補機冷却海

水配管の完全全周破断及び低耐震クラス機器の破損を想定し，津波がタービン補機冷却

海水配管に流れ込み，タービン補機冷却海水配管の損傷箇所を介して，タービン建屋内

に流入することが考えられる。これを踏まえて，タービン補機冷却海水配管からの溢水

量及び津波襲来後の溢水量を求め，それらの溢水量の合計をタービン補機熱交換器エリ

アから浸水防護重点化範囲への浸水量評価に用いる。溢水量の算出に当たっては，流入

による漏えいを検知することで溢水の対策設備であるタービン補機冷却海水ポンプ吐出

弁が閉止し，溢水量の低減を図っているため，この閉止を前提条件とした溢水量を算出

する。 

浸水防護重点化範囲のうち非常用海水冷却系エリア，原子炉建屋，コントロール建屋
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及び廃棄物処理建屋に対するタービン補機熱交換器エリアにおける溢水の影響について

は，浸水防護重点化範囲とタービン補機熱交換器エリアとの境界の浸水が想定される箇

所に浸水対策を実施することを前提に，タービン補機熱交換器エリア内に溢水が生じた

場合においても，隣接する浸水防護重点化範囲へ影響を及ぼすことはなく，溢水はター

ビン補機冷却交換器エリアのみに滞留するものと仮定して評価を実施する。 

サイフォン効果の考慮及び流入した溢水については(a)と同様の考慮を行う。 

 

     イ. 地震発生～タービン補機冷却海水ポンプ停止までの間に生じる溢水量 

     （イ） 地震発生～タービン補機冷却海水ポンプ停止までの間に生じる溢水量 

タービン補機熱交換器エリアで発生するタービン補機冷却海水配管の破損につ

いては，タービン補機冷却系熱交換器(A)～(C)入口配管の完全全周破断を想定す

る。タービン補機熱交換器エリアの漏えい検知インターロックによりタービン補

機冷却海水ポンプが自動停止するまでの時間を約3秒とし，溢水流量を以下の式

にて算出する。 

地震発生～タービン補機冷却海水ポンプ停止までの溢水流量を表3－11に示

す。 

 

 

 

Q：流出流量(m3/分) 

A：破損箇所の面積(m2) 

C：損失係数 0.82(-) 

g：重力加速度 9.8(m/s2) 

h：水頭(m) 

D：内径(m) 

w：破損幅(m) 

 

  

602

602





ghDwC

ghACQ


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表 3－11 地震発生～タービン補機冷却海水ポンプ停止までの溢水流量 

項目 7号機 備考 

Q：流出流量(m3/分) 約1120.9 ― 

A：破損箇所の面積(m2) 0.8482 A=π（D/2）2 

面積は配管の断面積 D：配管内径(m) 0.6 

C：損失係数(-) 0.82 ― 

g：重力加速度(m/s2) 9.8 ― 

h：水頭(m) 36.150 h=h1－h2 

水頭はポンプ揚程と

破損箇所の高低差 

h1：タービン補機冷却海水ポンプ揚程(m) 32.0 

h2：破損箇所 T.M.S.L.(m) －4.150 

 

     （ロ） 低耐震クラス機器及び配管の保有水量から算出した溢水量 

タービン補機熱交換器エリアに設置してある溢水源となりうる低耐震クラス機

器及び配管を対象とし，当該設備の保有水量の合計を低耐震クラス機器及び配管

の保有水量から算出した溢水量として考慮する。低耐震クラス機器及び配管の保

有水量を算出する際の主な設備は以下のとおりである。 

 

系統: 雑用水系，消火系，換気空調補機常用冷却水系，非放射性ドレン移送系 

   原子炉補機冷却水系，タービン補機冷却水系 

 

     ロ. タービン補機冷却海水ポンプ停止～破損箇所隔離までの間に生じる溢水量 

タービン補機冷却海水ポンプが停止してからインターロックによりタービン補機冷

却海水ポンプ吐出弁が閉止し，破損箇所が隔離されるまでの間の の溢水量を

求める。 

タービン補機冷却海水ポンプ停止～破損箇所隔離までの溢水流量について，タービ

ン補機冷却海水ポンプ停止直後の値を代表とし，表3－12に示す。 

 

表 3－12 タービン補機冷却海水ポンプ停止～破損箇所隔離までの溢水流量 

（タービン補機冷却海水ポンプ停止直後） 

 溢水流量(m3/分) 

タービン補機冷却海水配管 約 404.8 

 

     ハ. タービン補機熱交換器エリアにおける溢水量 

タービン補機熱交換器エリアにおける溢水量については「イ. 地震発生～タービ

ン補機冷却海水ポンプ停止までの間に生じる溢水量」及び「ロ. タービン補機冷却

海水ポンプ停止～破損箇所隔離までの間に生じる溢水量」の評価結果において算出し
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た溢水量を合計し，これらがタービン補機熱交換器エリア空間部に滞留するものとし

て溢水水位を算出する。 

 

    (d) 屋外タンク等による屋外における溢水の浸水防護重点化範囲への影響 

屋外タンク等による屋外における溢水の浸水防護重点化範囲への影響評価については，

津波の影響がないことから，地震起因により発生する溢水としてⅤ-1-1-9「発電用原子

炉施設の溢水防護に関する説明書」に示す。 

 

    (e) 建屋外周地下部における地下水位の上昇による浸水防護重点化範囲への影響 

建屋外周地下部における地下水位の上昇による浸水防護重点化範囲への影響評価にお

いては，地下水の流入経路の確認並びにサブドレンポンプの排水配管及び電源の耐震性

を確認することで地下水の流入による浸水防護重点化範囲への影響を評価する。 

 

  (3) 評価結果 

   a. 浸水防護重点化範囲の設定 

津波防護対象設備を内包する建屋及び区画は，表3－13に示すように，原子炉建屋，タ

ービン建屋，コントロール建屋，廃棄物処理建屋，燃料設備の一部（軽油タンク及び燃料

移送ポンプ）を敷設する区画，格納容器圧力逃がし装置を敷設する区画，常設代替交流電

源設備を敷設する区画，5号機原子炉建屋（緊急時対策所を設定する区画），5号機東側保

管場所，5号機東側第二保管場所，大湊側高台保管場所及び荒浜側高台保管場所であり，

浸水防護重点化範囲として設定する。また，浸水防護重点化範囲の位置を図3－17，図3－

18及び図3－19に示す。 
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表3－13 浸水防護重点化範囲の設定 

津波防護対象設備を内包する建屋及び区画 周辺敷地高さ 

・原子炉建屋 

・タービン建屋 

・コントロール建屋 

・廃棄物処理建屋 

・燃料設備（軽油タンク及び燃料移送ポンプ）の一部を敷設す

る区画 

・格納容器圧力逃がし装置を敷設する区画 

・常設代替交流電源設備を敷設する区画 

・5号機原子炉建屋（緊急時対策所を設定する区画） 

・5号機東側保管場所 

・5号機東側第二保管場所 

T.M.S.L.＋12m 

・大湊側高台保管場所 T.M.S.L.＋35m 

・荒浜側高台保管場所 T.M.S.L.＋37m 
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0 地下3階（タービン建屋地下2階）

＊タービン建屋床面高さT.M.S.L.-5.1m
地下1階（タービン建屋地下1階）

＊タービン建屋床面高さT.M.S.L.+4.9m

地下2階（タービン建屋地下中間2階）
＊タービン建屋床面高さT.M.S.L.-1.1m

地上1階（タービン建屋地上1階）
＊タービン建屋床面高さT.M.S.L.+12.3m

タービン建屋

原子炉建屋 コントロール
建屋

原子炉建屋

C/A

CWP/AHx/A RSW/A

CWP/A RSW/A

C/A

原子炉建屋

タービン建屋
廃棄物処理

建屋

廃棄物処理
建屋

CWP/ARSW/A RSW/A

原子炉建屋 コントロール
建屋

7号機 7号機

7号機7号機

浸水防護重点化範囲

取水槽及び補機取水槽

凡例
　 タービン建屋内の主要なエリア
   ・CWP/A ：循環水ポンプを設置するエリア　
   ・RSW/A ：非常用海水冷却系を設置するエリア
   ・C/A   ：復水器を設置するエリア
   ・Hx/A   ：タービン補機冷却水系熱交換器を設置するエリア
  ＊津波による浸水が想定されない地上2階以上は記載を省略する

Hx/A

C/A

廃棄物処理
建屋 タービン建屋

タービン建屋 廃棄物処理
建屋

コントロール
建屋

コントロール
建屋

 

図 3－19 浸水防護重点化範囲詳細図（横断面）（1/2）
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   b. 浸水防護重点化範囲の境界における浸水評価結果 

    (a) 浸水防護重点化範囲のうち非常用海水冷却系エリア，原子炉建屋，コントロール建屋

及び廃棄物処理建屋に対する復水器エリアにおける溢水の影響 

 

     イ. 地震発生～循環水ポンプ停止までの溢水量 

     （イ） 地震発生～循環水ポンプ停止までの溢水量 

地震発生～循環水ポンプ停止までの溢水量は約3128m3である。 

 

 

     （ロ） 復水器，低耐震クラス機器及び配管の保有水量から算出した溢水量 

復水器とタービン建屋に設置している溢水源となりうる低耐震クラス機器及び

配管の保有水量から算出した溢水量を表3－14に示す。 

 

表3－14 復水器及び低耐震クラス機器の溢水量 

復水器の保有水量(m3) 約1820 

低耐震クラス機器及び配管の保有水量(m3) 約8000 

計(m3) 約9820 

 

     ロ. 循環水ポンプ停止～破損箇所隔離までの溢水量 

循環水ポンプ停止～破損箇所隔離までの溢水量を表3－15に示す。 

 

    表3－15 循環水ポンプ停止～破損箇所隔離までの溢水量 

 保有水量(m3) 

循環水ポンプ停止から循環水ポンプ揚程ゼロ  約5940 

循環水ポンプ揚程ゼロから復水器水室出入口弁12弁閉開始  約2463 

復水器水室出入口弁12弁閉開始から12弁全閉  約2401 

計 約10803 

 

     ハ. 復水器エリアにおける溢水量 

復水器エリアにおける溢水量，浸水水位を表3－16に示す。 

 

 表3－16 復水器エリアにおける溢水量及び浸水水位 

地震発生から循環

水ポンプ停止まで

の溢水量(m3) 

循環水ポンプ停止か

ら破損箇所隔離まで

の溢水量(m3) 

合計(m3) 
浸水水位

T.M.S.L.(m) 

約12948 約10803 約23750※ 約＋2.40 

注：各項目の溢水量の値を表記上切り上げているため，各表の合計値と異なる場合

がある。 
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    (b) 浸水防護重点化範囲のうち非常用海水冷却系エリア，原子炉建屋，コントロール建屋

及び廃棄物処理建屋に対する循環水ポンプエリアにおける溢水の影響 

     イ. 循環水ポンプエリアにおける溢水量及び浸水水位 

循環水ポンプ電動機が水没するまでの間に生じる溢水量及び浸水水位を表 3－17 に

示す。 

 

表 3－17 循環水ポンプエリアの溢水量及び浸水水位 

 溢水量(m3) 
浸水水位 

T.M.S.L.(m) 

循環水ポンプ電動機 

上端 T.M.S.L.(m) 

【7 号機】 約 4649 約＋11.85 ＋11.66 

 

    (c) 浸水防護重点化範囲のうち非常用海水冷却系エリア，原子炉建屋，コントロール建屋

及び廃棄物処理建屋に対するタービン補機熱交換器エリアにおける溢水の影響 

     イ. タービン補機熱交換器エリアにおける溢水量 

     （イ） 地震発生～タービン補機冷却海水ポンプ停止までの間に生じる溢水量 

地震発生～タービン補機冷却海水ポンプ停止までの溢水量は約56.1m3である。 

 

     （ロ） 低耐震クラス機器及び配管の保有水量から算出した溢水量 

タービン補機熱交換器エリアに設置している溢水源となりうる低耐震クラス機

器及び配管の保有水量から算出した溢水量は約1821m3である。 

 

     ロ. タービン補機冷却海水ポンプ停止～破損箇所隔離までの間に生じる溢水量 

タービン補機冷却海水ポンプ停止～破損箇所隔離までの溢水量は約202.4m3である。 

 

     ハ. タービン補機熱交換器エリアにおける溢水量及び浸水水位 

タービン補機熱交換器エリアにおける溢水量及び浸水水位を表3－18に示す。 

 

  表3－18 タービン補機熱交換器エリアにおける溢水量及び浸水水位 

地震発生からター

ビン補機冷却海水

ポンプ停止までの

溢水量(m3) 

タービン補機冷却海

水ポンプポンプ停止

から破損箇所隔離ま

での溢水量(m3) 

合計(m3) 
浸水水位

T.M.S.L.(m) 

約1877.1 約202.4 約2080※ 約－0.80 

注：各項目の溢水量の値を表記上切り上げているため，各表の合計値と異なる場合がある。 

 

    (d) 屋外タンク等による屋外における溢水の浸水防護重点化範囲への影響 

屋外タンク等による屋外における溢水は地表面上1.5m（T.M.S.L.＋13.5m）程度まで

浸水する。 
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    (e) 建屋外周地下部における地下水位の上昇による浸水防護重点化範囲への影響 

地下水は，浸水防護重点化範囲周辺地下部からの地下水が想定され，それらの地下水

はサブドレンピットに集水される設計となっており，集水された地下水はサブドレンポ

ンプ及び排水配管により排水される。サブドレンポンプ及び集水管の配置を図3－20に

示す。 

サブドレンポンプ及び排水配管における耐震性に関する設計方針については，Ⅴ-1-

1-9「発電用原子炉施設の溢水防護に関する説明書」のⅤ-1-1-9-5「溢水防護に関する

施設の詳細設計」に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3－20 サブドレンポンプ及び集水管の配置概要 

  ：サブドレンピット 
  ：集水管 

原子炉

建屋 

タービン建屋 

B B 

A A 

  ：サブドレンピット 
  ：集水管 

(1) サブドレンピット，集水管の配置 

(2) 原子炉建屋 A-A 断面 (3) タービン建屋 B-B 断面 
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  (4) 津波防護対策 

「(3) 評価結果」にて示すとおり，浸水防護重点化範囲への浸水を防止するため，浸水

防止設備として浸水防護重点化範囲との境界に水密扉を設置する。また，浸水防護重点化範

囲の境界の床面及び壁面に存在する配管，電線管並びにケーブルトレイの貫通部には貫通部

止水処置を実施し，床ドレンラインには床ドレンライン浸水防止治具を設置する。 

内郭防護として浸水防止設備を設置する範囲としては，図3－21（1）に示す範囲とし，復

水器エリアとの境界については循環水配管伸縮継手の破損による溢水水位T.M.S.L.約＋

2.40mに対しT.M.S.L.＋3.5m以下，循環水ポンプエリアとの境界については循環水配管伸縮

継手の破損による溢水水位T.M.S.L.約＋11.85mに対しT.M.S.L.＋12.3m以下，タービン補機

熱交換器エリアとの境界については，溢水水位T.M.S.L.約－0.80mに対しT.M.S.L.±0.0m以

下とする。 

上記の内郭防護として浸水防止設備を設置する範囲は，Ⅴ-1-1-9「発電用原子炉施設の溢

水防護に関する説明書」における溢水の対策範囲も含む形になっているが，これらの範囲に

設置する溢水の対策設備についても，自主的に耐津波設計と同等の耐震設計を行う。 

溢水量の低減を図っている復水器水室出入口弁及びタービン補機冷却海水ポンプ吐出弁に

ついては，基準津波到達前に漏えいを検知し自動閉止している弁であるため，溢水の対策設

備としたうえで，津波到達時においても弁の閉止状態の維持が可能な設計とする。 

なお，図3－21（1）に示す浸水防護重点化範囲（浸水を想定するエリア）については，静

的な耐震Ｓクラス設備（配管，電路等）のみが存在するエリアであるため，耐震Ｓクラス設

備（配管，電路等）の浸水による影響を評価し，機能喪失しないことを確認している。 

タービン建屋の浸水防護重点化範囲との境界に設置する浸水防止設備の設置位置を図3－

21（2），（3）に示す。また，これらの設備の詳細の設計方針については，Ⅴ-1-1-3-2-5

「津波防護に関する施設の設計方針」に示す。 
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＊タービン建屋床面高さT.M.S.L.-5.1m
地下1階（タービン建屋地下1階）

＊タービン建屋床面高さT.M.S.L.+4.9m

地下2階（タービン建屋地下中間2階）
＊タービン建屋床面高さT.M.S.L.-1.1m

地上1階（タービン建屋地上1階）
＊タービン建屋床面高さT.M.S.L.+12.3m

タービン建屋

原子炉建屋 コントロール
建屋

原子炉建屋

C/A

CWP/AHx/A RSW/A

CWP/A RSW/A

C/A

原子炉建屋

タービン建屋
廃棄物処理

建屋

廃棄物処理
建屋

CWP/ARSW/A RSW/A

原子炉建屋 コントロール
建屋

7号機 7号機

7号機7号機

浸水防護重点化範囲

取水槽及び補機取水槽

凡例
　 タービン建屋内の主要なエリア
   ・CWP/A ：循環水ポンプを設置するエリア　
   ・RSW/A ：非常用海水冷却系を設置するエリア
   ・C/A   ：復水器を設置するエリア
   ・Hx/A   ：タービン補機冷却水系熱交換器を設置するエリア
  ＊津波による浸水が想定されない地上2階以上は記載を省略する

Hx/A

C/A

廃棄物処理
建屋 タービン建屋

タービン建屋 廃棄物処理
建屋

コントロール
建屋

コントロール
建屋

浸水防護重点化範囲
(浸水を想定するエリア)

:内郭防護の浸水対策を
実施する範囲

復水器水室出入口弁
タービン補機冷却
海水ポンプ吐出弁

 

 

図 3－21（1）内郭防護の浸水対策を実施する範囲 
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 3.5 水位変動に伴う取水性低下及び津波の二次的な影響による重要な安全機能及び重大事故等に

対処するために必要な機能への影響防止に係る評価 

津波防護対象設備への影響のうち，水位変動に伴う取水性低下及び津波の二次的な影響によ

る重要な安全機能及び重大事故等に対処するために必要な機能への影響防止に係る評価に当た

っては，津波による水位低下や水位上昇といった水位変動に伴う取水性の低下並びに砂移動や

漂流物等の津波の二次的な影響による津波防護対象設備が有する重要な安全機能及び重大事故

等に対処するために必要な機能への影響を防止するための評価を行うため，「(1) 評価方

針」にて評価を行う方針を定め，「(2) 評価方法」に定める評価方法を用いて評価を実施

し，評価の結果を「(3) 評価結果」に示す。 

評価において，水位変動に伴う取水性低下及び津波の二次的な影響による重要な安全機能及

び重大事故等に対処するために必要な機能への影響を与える可能性がある場合は，「(4) 津

波防護対策」に示す対策を講じることにより，水位変動に伴う取水性低下及び津波の二次的な

影響によって，津波防護対象設備が有する重要な安全機能及び重大事故等に対処するために必

要な機能を損なわないこととし，この場合の「(3) 評価結果」は，津波防護対策を踏まえて

示すこととする。 

  (1) 評価方針 

水位変動に伴う取水性低下及び津波の二次的な影響による重要な安全機能及び重大事故等

に対処するために必要な機能への影響防止に係る評価では，海水を使用しプラントの冷却を

行うために海域と連接する系統を持ち，津波による水位変動が取水性へ影響を与える可能性

があると考えられる原子炉補機冷却海水ポンプ並びに大容量送水車（熱交換器ユニット用）

及び大容量送水車（海水取水用）の付属品である水中ポンプ（以下「原子炉補機冷却海水ポ

ンプ等」という。）を対象に，水位変動に対して原子炉補機冷却海水ポンプ等の取水性が確

保できることの確認を行う。 

   a. 原子炉補機冷却海水ポンプ等の取水性 

津波による水位の低下及び津波荷重に対して，原子炉補機冷却海水ポンプ等が機能保持

できる設計であることを確認する。また，津波による水位の低下に対して，プラントの冷

却に必要な海水が確保できることを確認する。 

 

   b. 津波の二次的な影響による原子炉補機冷却海水ポンプ等の機能保持確認 

津波による水位変動に伴う海底の砂移動・堆積及び漂流物に対して取水口等の通水性が

確保できることを確認し，浮遊砂等の混入に対して原子炉補機冷却海水ポンプ等が機能保

持できる設計であることを確認する。 

 

  (2) 評価方法 

   a.  原子炉補機冷却海水ポンプ等の取水性 

原子炉補機冷却海水ポンプについては，入力津波の評価水位が原子炉補機冷却海水ポン

プの取水可能水位を下回る可能性の有無を評価する。 

重大事故等時に使用する大容量送水車（熱交換器ユニット用）及び大容量送水車（海水
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取水用）の付属品である水中ポンプについては，取水口・取水路の入力津波の下降側の水

位と送水先の高さとの差が水中ポンプの揚程を上回る可能性の有無を評価する。また，原

子炉補機冷却海水ポンプは揚水配管が水中にあるため，津波による津波荷重の影響の有無

を評価する。 

 

   b. 津波の二次的な影響による原子炉補機冷却海水ポンプ等の機能保持確認 

    (a) 砂移動による取水口及び取水路の通水性への影響確認 

発電所周辺の砂の粒径分布の調査の結果，取水口呑ロの下端高さはT.M.S.L.－5.5mで

あり，取水路の取水可能部は5mを超える高さを有するという構造を踏まえ，砂移動に関

する数値シミュレーションを実施し，基準津波の水位変動に伴う砂の移動・堆積に対し

て，取水口及び取水路が閉塞することなく，通水性が確保可能であるか否かを評価す

る。 

 

    (b) 砂混入時の原子炉補機冷却海水ポンプ等の取水機能維持の確認 

発電所周辺の砂の粒径分布の調査結果及び砂移動に関する数値シミュレーション結果

から求められる基準津波の水位変動に伴う浮遊砂の濃度を基に浮遊砂の平均粒径及び平

均濃度を算出し，浮遊砂の混入に対して原子炉補機冷却海水ポンプ，並びに重大事故等

時に使用するポンプである大容量送水車（熱交換器ユニット用）及び大容量送水車（海

水取水用）の付属品である水中ポンプの取水性が保持可能か否かを評価する。 

 

   (c) 漂流物による取水性への影響評価 

     イ. 取水口の閉塞の評価 

発電所構内及び構外で漂流物となる可能性のある施設・設備を抽出し，抽出された

漂流物となる可能性のある施設・設備が漂流した場合に，取水口の閉塞が生じる可能

性の有無を図3－22の漂流物評価フローに基づき評価する。 

 

     ロ. 除塵装置の漂流の可能性の評価 

海水中の塵芥物を除去するために設置されている除塵装置（固定式バースクリー

ン，バー回転式スクリーン及びトラベリングスクリーン）が，基準津波の流速に対し

て漂流物となる可能性の有無について評価する。評価においては，低耐震クラス設備

であることから，津波の要因となる地震による破損の可能性，津波に伴う漂流物の衝

突による破損の可能性について評価する。 

 

     ハ. 衝突荷重として用いる漂流物の選定 

イ.，ロ.の結果を踏まえ，発電所に対する漂流物となる可能性が否定できない施

設・設備のうち津波防護に関する施設の設計に衝突荷重として用いる漂流物の選定を

行う。選定においては，遡上波の浸水深さを踏まえて評価する。 
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図3－22 漂流物評価フロー 

ⅰ. 基準津波の流向・流速の確認

ⅱ. 漂流物調査範囲の設定

ⅲ. 漂流物となる可能性のある施設・設備等の抽出

発電所構内

海域 陸域

発電所構外

海域 陸域

人工構造物、可動・可搬
物品、植生等

船舶、海上設置物 船舶、海上設置物

分類Ａ 分類Ｂ 分類Ｃ 分類Ｄ

人工構造物、可動・可搬
物品、植生等

発電所構内・外

海域・陸域

調査対象

調査分類

ⅳ. 通水性に与える影響の評価

 
重量より漂流物化しない

漂流物化しない

 
距離、地形及び流向より発電所に

到達しない

到達しない

取水口・取水路を
閉塞させない

通水性に影響を
与えない

対策を実施する

スタート

結果Ⅰ

結果Ⅱ

結果Ⅲ

結果Ⅳ

Y

　1）漂流物化するか？

 
退避可能であり漂流物化しない

 
設置状況より漂流物化しない

 
距離、地形及び流向より6号及び7号炉

取水口に到達しない

　2）到達するか？

　3）閉塞させるか？

Y

Y

Ｎ

Ｎ

Ｎ

Ｎ

Ｎ

Y

Y

Ｎ

Y

【判断基準】
（大湊側護岸部及び同前面海域）重量があり滑動、転動しない
（上記以外の範囲）自重＞浮力であり浮かない

【判断基準】
基礎に設置されている、固定・固縛がされている

【判断基準】
退避に関わる手順書等が整備されている、退避の
実効性が確認されている

【判断基準】
流向等の評価により、発電所に到達しないことが
確認されている

【判断基準】
流向等の評価により、6号及び7号炉取水口に
到達しないことが確認されている

【判断基準】
堆積した場合でも非常用海水冷却系に必要な
通水性が確保される

 評価にあたり「1)漂流物化するか？」と「2)到達するか？」は順序不同
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  (3) 評価結果 

   a. 非常用海水冷却系等の取水性 

    (a) 原子炉補機冷却海水ポンプ等の取水性 

     イ. 水位低下に対する評価 

引き波による水位低下時においても，原子炉補機冷却海水ポンプの継続運転が十分

可能なよう，取水口前面に海水を貯水する天端高さT.M.S.L.－3.5mの海水貯留堰を設

置する。海水貯留堰により，津波による水位低下に対して原子炉補機冷却海水ポンプ

の設計取水可能水位T.M.S.L.－4.92m以上の水位を確保するため，原子炉補機冷却海

水ポンプは機能を保持できる。 

海水貯留堰設置後における基準津波による水位の低下に伴う原子炉補機冷却海水ポ

ンプ位置での津波高さを図3－23に示す。海水貯留堰は，天端高さを下回る時間とし

て想定される時間のうち，最大の約16分間にわたり原子炉補機冷却海水ポンプが全台

（6台）運転を継続した場合においても，必要な水量である約2880m3を十分に確保で

きる設計となっている。 

なお，取水路は循環水系と非常用海水冷却系で併用されているため，発電所を含む

地域に大津波警報が発令された際には，補機取水槽の水位を中央制御室にて監視し，

引き波による水位低下を確認した場合，原子炉補機冷却海水ポンプの取水量を確保す

るため，常用系海水ポンプ（循環水ポンプ及びタービン補機冷却海水ポンプ）を停止

する手順を整備し，保安規定に定めて管理する。 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

図3－23 補機取水槽時刻歴波形（下降側，貯留堰有り） 

16 分程度 7 分程度 
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     ロ. 津波荷重に対する評価 

原子炉補機冷却海水ポンプはコラムパイプ（揚水管）が水中にあるため，津波荷重

の影響の有無を評価する。 

原子炉補機冷却海水ポンプが設置されている補機取水槽位置における基準津波は鉛

直上向きとなって作用し，その流速は 1.2m/s となるため，保守的に 1.5m/s の津波流

速によって原子炉補機冷却海水ポンプ各部位に発生する応力を算出する。算定結果を

表 3－19 に示す。鉛直上向きの津波荷重により発生する応力は許容応力よりも十分に

小さく，コラムパイプ（揚水管）については鉛直方向の津波荷重を受けにくい形状を

しているため，津波荷重による原子炉補機冷却海水ポンプの取水性に影響はない。 

 

表 3－19 原子炉補機冷却海水ポンプの強度評価結果 

評価部位 材料 項目 発生応力(MPa) 許容応力(MPa) 

基礎ボルト  引張り 8  

ポンプ取付

ボルト 
 引張り 5  

 

    (b) 重大事故等時に海水取水に使用するポンプの取水性 

海水貯留堰設置後の取水路内の下降側の入力津波高さはT.M.S.L.－3.5mである。ま

た，大容量送水車（熱交換器ユニット用）及び大容量送水車（海水取水用）の付属品で

ある水中ポンプの送水先はT.M.S.L.約＋13.7mである。このため，それぞれの差は17.2m

であり，水中ポンプの運転必要最低水位約0.5mを考慮するとその差は17.7mである。こ

れに対して水中ポンプの定格揚程は20.0mであることから，取水路の水位変動に対して

十分に追従性があり，取水性の確保が可能である。
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   b. 津波の二次的な影響による原子炉補機冷却海水ポンプ等の機能保持確認 

    (a) 砂移動による取水口の堆積状況の確認 

砂移動に関する数値シミュレーションを実施した結果，取水口位置での砂の堆積はほ

とんどなく，砂の堆積に伴って，取水口が閉塞することはない。 

 

    (b) 砂混入時の原子炉補機冷却海水ポンプ等の取水機能保持の確認 

     イ. 原子炉補機冷却海水ポンプの砂耐性 

原子炉補機冷却海水ポンプ軸受は，取水された海水の一部が潤滑水として軸受摺動

面に流入するが，摺動面隙間（約1.5mm（許容最大））に対し，これより粒径の小さ

い砂分が混入した場合は海水とともに摺動面を通過するか，又は主軸の回転によって

異物逃がし溝（約7.0mm）に導かれ，連続排出される構造となっている 

発電所港湾内の土砂は平均粒径が約0.27mmで，摺動面隙間より粒径が大きい2.0mm

以上の礫分は浮遊し難いものであることを踏まえると，大きな粒径の砂はほとんど混

入しないと考えられ，砂混入に対して原子炉補機冷却海水ポンプの取水機能は保持で

きる。原子炉補機冷却海水ポンプ軸受の構造を図3－24に示す。 

 

     ロ. 重大事故等時に使用するポンプの砂耐性 

大容量送水車（熱交換器ユニット用）及び大容量送水車（海水取水用）の付属品で

ある水中ポンプは，基準津波の水位変動に伴う浮遊砂の平均濃度1.0×10-5wt％以下

に対して，平均粒径は約0.27mmであり，大容量送水車及び水中ポンプが取水する浮遊

砂量はごく微量である。一方で同設備は，一般的に災害時に海水を取水するために用

いられる設備であり，取水への砂混入に対しても耐性を有することから，取水への砂

流入により機能を喪失することはない。
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図3－24 原子炉補機冷却海水ポンプ軸受構造図 

 

  

主軸 

 軸受材質：ゴム 
 異物逃がし溝の隙間（最大） 

7 号機：約 7.0mm 
 軸受摺動面の隙間（許容最大） 

7 号機：約 1.5mm 

水中軸受拡大図 

揚水管 

揚水管 

軸受支柱 

軸受支柱 

軸受摺動面 

異物逃がし溝 

 

軸受 
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    (c) 漂流物による取水性への影響確認 

     イ. 取水口・取水路の閉塞の評価 

図3－22のフロー図に従い実施した各項目の評価結果を以下に示し，漂流物となる

可能性のある施設・設備による取水口・取水路への影響の評価を行った結果を表3－

20及び表3－21に示す。 

     （イ） 基準津波の流速及び流向方向の確認 

基準津波である「日本海東縁部に想定される地震に伴う津波」と「敷地周辺の

海底地すべりに伴う津波」の「重畳津波」である基準津波1は，発電所の西方よ

り，「日本海東縁部に想定される地震に伴う津波」である基準津波2は発電所の

北西より，「海域活断層に想定される地震に伴う津波」と「敷地周辺の海底地す

べりに伴う津波」の基準津波3は発電所の西方より襲来する。津波流速は最大

3m/s程度である。 

 

     （ロ） 漂流物調査範囲の設定 

津波流速及び津波の襲来時間を考慮し，漂流物調査範囲は安全側に発電所周辺

約5km圏内で海岸線に沿った標高10m以下の範囲とした。 

 

     （ハ） 漂流物となる可能性のある施設・設備の抽出 

発電所周辺5kmの範囲において発電所構内と構外，また海域と陸域とに分類し

て調査を実施し，漂流物となる可能性のある施設・設備の抽出を行った。 

 

     （ニ） 発電所構内と構外で抽出された施設・設備のスクリーニング 

発電所構内と構外の調査により抽出された施設・設備のうち，重量があり滑

動，転動しないもの及び自重が浮力を上回るものについては重量により漂流物化

しないため，フロー結果「Ⅰ」として漂流物とはならないとした。 

また，基礎に設置されている，固定・固縛がされているものについては設置状

況により漂流物化しないため，退避に係る手順書等が整備されている，退避の実

効性が確認されているものについては，退避可能であり漂流物化しないため，フ

ロー結果「Ⅰ」として漂流物とはならないとした。 

 

     （ホ） 漂流物検討対象選定 

漂流物となる可能性のある施設・設備として抽出したもののうち，距離，地形

及び流向より発電所に到達しないことが確認されたものは，フロー結果「Ⅱ」と

した。 

また，漂流物となる可能性のある施設・設備として抽出したもののうち，距

離，地形及び流向より取水口に到達しないことが確認されたものも，フロー結果

「Ⅱ」とした。 
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     （ヘ） 取水性への影響評価 

漂流物となる可能性が否定できない施設・設備については，漂流した場合につ

いて検討を行い，取水口・取水路を閉塞させるものではないとしたものについて

はフロー結果「Ⅲ」とした。検討の結果，取水性へ影響を与えるフロー結果

「Ⅳ」となる施設・設備はないことを確認した。 
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表
3－

20
 
発
電
所
構
内
の
漂
流
物
に
対
す
る
影
響
評
価

結
果
一
覧
表
（
1
/
6）

 

海
域
・
陸

域
 

場
所

 
分
類
・
種
類

 
内
容
・
名
称
・
構
造
等

 
結
果

 

海
域

 

・
発
電
所
港
湾
内

 

・
物
揚
場

 

船
舶

 

燃
料
等
輸
送
船

 
Ⅰ

 

津
波
警
報
等
発
令
時
に
は
退
避
を
行
う
運
用

を
定
め
る
た
め
，

緊
急
退

避
可
能
。
ま
た
緊
急
退
避
が
で
き
な
い
場
合
も
係
留
さ
れ
て
い
る
。
船

体
強
度
を
有
す
る
等
よ
り
漂
流
物
化
し
な
い
。

 

・
発
電
所
港
湾
内

 

・
港
湾
口

 
浚
渫
船

 
Ⅰ

 

津
波
警
報
等
発
令
時
に
は
退
避
を
行
う
運
用
を
定
め
る
た
め
，
緊
急
退

避
可
能
。
ま
た
緊
急
退
避
が
で
き
な
い
場
合
も
錨
泊
し
て
お
り

走
錨
可

能
性
は
あ
る
も
の
の
漂
流
物
化
す
る
こ
と
は
な
い
。

 

・
発
電
所
港
湾
内

 

・
揚
陸
桟
橋

 
土
運
船

 
Ⅰ
，
Ⅱ

 
到

達
の
早
い
津
波
で
漂
流
物
化
す
る
可
能
性
が
あ
る
が
，

6
号
及
び

7

号
機
取
水
口
に
到
達
し
な
い
。

 

・
発
電
所
港
湾
内

 

・
揚
陸
桟
橋

 
曳
船

 
Ⅰ

 
退

避
可
能
で
あ
り
漂
流
物
化
し
な
い
。

 

・
発
電
所
港
湾
内

 

・
揚
陸
桟
橋

 
揚
錨
船

 
Ⅰ

 
退

避
可
能
で
あ
り
漂
流
物
化
し
な
い
。

 

・
発
電
所
港
湾
内
外

 

・
物
揚
場

 

・
揚
陸
桟
橋

 

・
小
型
船
桟
橋

 

港
湾
設
備
保
守
点
検
作
業
船

 
Ⅲ

 
漂

流
物
化
す
る
可
能
性
が
あ
る
が
，
通
水
性
に
影
響
を
与
え
な
い
。

 

・
発
電
所
港
湾
内
外

 

・
物
揚
場

 

・
揚
陸
桟
橋

 

・
小
型
船
桟
橋

 

海
洋
環
境
監
視
調
査
作
業
船

 
Ⅲ

 
漂

流
物
化
す
る
可
能
性
が
あ
る
が
，
通
水
性
に
影
響
を
与
え
な
い
。
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20
 
発
電
所
構
内
の
漂
流
物

に
対
す
る
影
響
評
価
結
果
一
覧
表
（
2
/
6）

 

海
域
・
陸

域
 

場
所

 
分
類
・
種
類

 
内
容
・
名
称
・
構
造
等

 
結
果

 

海
域
 

・
発
電
所
港
湾
内
外

 

・
物
揚
場

 

・
揚
陸
桟
橋

 

・
小
型
船
桟
橋
 

船
舶
 

温
排
水
水
温
調
査
作
業
船
 

Ⅲ
 

漂
流
物
化
す
る
可
能
性
が
あ
る
が
，
通
水
性
に
影
響
を
与
え
な
い
。
 

・
発
電
所
港
湾
外
 

温
排
水
流
況
・
水
温
調
査
作
業
船
 

Ⅱ
 

発
電
所
に
到
達
し
な
い
。
 

大
湊
側
護
岸
部
 

防
波
堤
 

本
体
（
上
部
コ
ン
ク
リ
ー
ト
）
，

巴
型
ブ
ロ
ッ
ク
等
 

Ⅱ
 

津
波
に
よ
り
損
傷
す
る
可
能
性
は
あ
る
が
，
距
離
や
重
量
か
ら
，
6
号
及

び
7
号
機
取
水
口
に
ま
で
到
達
し
な
い
。
 

捨
石
 

Ⅲ
 

距
離
が
あ
る
こ
と
か
ら

6
号
及
び

7
号
機
取
水
口
ま
で
到
達
す
る
可
能

性
は
小
さ
い
が
，
仮
に
到
達
し
て
も
通
水
性
に
影
響
を
与
え
な
い
。
 

陸
域
 

建
屋
 

鉄
筋
コ
ン
ク
リ
ー
ト
建
屋
 

Ⅰ
，
Ⅲ
 

重
量
物
で
あ
り
，
漂
流
物
化
し
な
い
。
損
傷
に
よ
り
生
じ
た
小
片
は
，
漂

流
物
化
し
て
も
通
水
性
に
影
響
を
与
え
な
い
。
 

鉄
骨
造
建
屋
 

Ⅰ
 

重
量

物
で

あ
り

，
ま
た

建
屋
外

装
材
は

固
縛

さ
れ
て

お
り
漂

流
物
化

し

な
い
。
 

機
器
類
（
タ

ン
ク
以
外
）
 

ス
ク
リ
ー
ン
装
置
用
門
型
ク
レ
ー

ン
（
5
号
機
用
）
 

Ⅰ
 

重
量
物
で
あ
り
漂
流
物
化
し
な
い
。
 

ス
ク
リ
ー
ン
装
置
用
門
型
ク
レ
ー

ン
（
6
号
及
び

7
号
機
用
）
 

電
気
・
制
御
盤
 

避
雷
鉄
塔
 

海
水
放
射
能
モ
ニ
タ
（
5
号
～
7

号
機
用
）
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20
 
発
電
所
構
内
の
漂
流
物
に
対
す
る
影
響
評
価

結
果
一
覧
表
（
3
/
6）

 

海
域
・
陸

域
 

場
所

 
分
類
・
種
類

 
内
容
・
名
称
・
構
造
等

 
結
果

 

陸
域
 

大
湊
側
護
岸
部
 

機
器
類
（
タ

ン
ク
以
外
）
 

除
塵
装
置
 

―
 

注
：
「

(b
) 

取
水
ス
ク
リ
ー
ン
の
破
損
に
よ
る
通
水
性
へ
の
影
響
」
で

説
明
 

車
両
 

車
両
 

Ⅰ
 

退
避
可
能
で
あ
り
漂
流
物
化
し
な
い
。
 

資
機
材
 

ス
ク
リ
ー
ン
本
体
・
予
備
機
，
ス

ク
リ
ー
ン
点
検
用
架
台
，
角
落
と

し
・
角
ホ
ル
ダ
ー
，
ク
レ
ー
ン
点

検
用
荷
重
等
，
仮
設
電
源
・
動

力
・
分
電
盤
等
 

Ⅰ
 

重
量
物
で
あ
り
漂
流
物
化
し
な
い
。
 

仮
設
ハ
ウ
ス
，
工
具
収
納
棚
，
単

管
パ
イ
プ
，
足
場
板
等
 

Ⅰ
 

漂
流
物
化
す
る
可
能
性
が
あ
る
が
，
通
水
性
に
影
響
を
与
え
な
い
。
 

そ
の
他
一
般

構
築
物
，
植

生
 

マ
ン
ホ
ー
ル
，
グ
レ
ー
チ
ン
グ
，

チ
ェ
ッ
カ
ー
プ
レ
ー
ト
，
外
灯
，

フ
ェ
ン
ス
，
コ
ン
ク
リ
ー
ト
蓋
等
 

Ⅰ
 

重
量
物
で
あ
り
漂
流
物
化
し
な
い
。
 

監
視
カ
メ
ラ
，
拡
声
器
，
標
識
等
 

Ⅲ
 

漂
流
物
化
す
る
可
能
性
が
あ
る
が
，
通
水
性
に
影
響
を
与
え
な
い
。
 

樹
木
（
流
木
等
）
 

Ⅱ
 

漂
流
物
化
す
る
可
能
性
が
あ
る
が
，
6
号
及
び

7
号
機
取
水
口
に
到
達
し

な
い
。
 

陸
域
 

荒
浜
側
護
岸
部
 

（
物
揚
場
を
含
む
）
 

建
屋
 

鉄
筋
コ
ン
ク
リ
ー
ト
建
屋
 

Ⅰ
 

重
量
物
で
あ
り
漂
流
物
化
し
な
い
。
 

補
強
コ
ン
ク
リ
ー
ト
ブ
ロ
ッ
ク
建

屋
 

Ⅰ
 

重
量
物
で
あ
り
漂
流
物
化
し
な
い
。
 

鉄
骨
造
建
屋
 

Ⅰ
 

重
量
物
で
あ
り
漂
流
物
化
し
な
い
。
 

機
器
類
（
タ

ン
ク
）
 

No
.1

重
油
貯
蔵
タ
ン
ク
 

―
 

注
：
撤
去
す
る
。
 

No
.2

重
油
貯
蔵
タ
ン
ク
 

―
 

注
：
撤
去
す
る
。
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表
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20
 
発
電
所
構
内
の
漂
流
物
に
対
す
る
影
響
評
価

結
果
一
覧
表
（
4
/
6）

 

海
域
・
陸

域
 

場
所

 
分
類
・
種
類

 
内
容
・
名
称
・
構
造
等

 
結
果

 

陸
域
 

荒
浜
側
護
岸
部
 

（
物
揚
場
を
含
む
）
 

機
器
類
（
タ

ン
ク
以
外
）
 

ス
ク
リ
ー
ン
装
置
用
門
型
ク
レ
ー

ン
（
1
号
及
び

2
号
機
用
）
 

Ⅰ
 

重
量
物
で
あ
り
漂
流
物
化
し
な
い
。
 

ス
ク
リ
ー
ン
装
置
用
門
型
ク
レ
ー

ン
（
3
号
及
び

4
号
機
用
）
 

物
揚
場
（
岸
壁
）
15
0t

デ
リ
ッ

ク
ク
レ
ー
ン
 

電
気
・
制
御
盤
 

避
雷
鉄
塔
 

海
水
放
射
能
モ
ニ
タ
（
1
号
～
4

号
機
用
）
 

除
塵
装
置
（
1
号
～
4
号
機
用
）

 
―
 

注
：
「

(b
) 

取
水
ス
ク
リ
ー
ン
の
破
損
に
よ
る
通
水
性
へ
の
影
響
」
で

説
明
 

車
両
 

車
両
 

Ⅱ
 

漂
流
物
化
す
る
可
能
性
が
あ
る
が
，
6
号
及
び

7
号
機
取
水
口
に
到
達
し

な
い
。
 

資
機
材
 

ス
ク
リ
ー
ン
本
体
・
予
備
機
，
ス

ク
リ
ー
ン
点
検
用
架
台
，
角
落
と

し
・
角
ホ
ル
ダ
ー
，
ク
レ
ー
ン
点

検
用
荷
重
等
，
仮
設
電
源
・
電

力
・
分
電
盤
等
 

Ⅰ
 

重
量
物
で
あ
り
漂
流
物
化
し
な
い
。
 

仮
設
ハ
ウ
ス
，
工
具
収
納
棚
，
単

管
パ
イ
プ
，
足
場
板
等
 

Ⅱ
，
Ⅲ
 

漂
流
物
化
す
る
可
能
性
が
あ
り
，
そ
の
一
部
が

6
号
及
び

7
号
機
取
水

口
に
到
達
す
る
可
能
性
が
あ
る
が
，
通
水
性
に
影
響
を
与
え
な
い
。
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表
3－

20
 
発
電
所
構
内
の
漂
流
物
に
対
す
る
影
響
評
価

結
果
一
覧
表
（
5
/
6）

 

海
域
・
陸

域
 

場
所

 
分
類
・
種
類

 
内
容
・
名
称
・
構
造
等

 
結
果

 

陸
域
 

荒
浜
側
護
岸
部
 

（
物
揚
場
を
含
む
）
 

そ
の
他
一
般

構
築
物
，
植

生
 

マ
ン
ホ
ー
ル
，
グ
レ
ー
チ
ン
グ
，

チ
ェ
ッ
カ
ー
プ
レ
ー
ト
，
外
灯
，

フ
ェ
ン
ス
，
コ
ン
ク
リ
ー
ト
蓋
等
 

Ⅰ
 

重
量
物
で
あ
り
漂
流
物
化
し
な
い
。
 

監
視
カ
メ
ラ
，
拡
声
器
，
標
識
等
 

Ⅱ
，
Ⅲ
 

漂
流
物
化
す
る
可
能
性
が
あ
り
，
そ
の
一
部
が

6
号
及
び

7
号
機
取
水

口
に
到
達
す
る
可
能
性
が
あ
る
が
，
通
水
性
に
影
響
を
与
え
な
い
。
 

樹
木
（
流
木
等
）
 

Ⅱ
 

漂
流
物
化
す
る
可
能
性
が
あ
る
が
，
6
号
及
び

7
号
機
取
水
口
に
到
達
し

な
い
。
 

陸
域
 

荒
浜
側
防
潮
堤
内
敷

地
 

建
屋
 

鉄
筋
コ
ン
ク
リ
ー
ト
建
屋
 

Ⅰ
 

重
量
物
で
あ
り
漂
流
物
化
し
な
い
。
 

鉄
骨
造
建
屋
＋
鉄
筋
コ
ン
ク
リ
ー

ト
建
屋
 

Ⅰ
 

重
量
物
で
あ
り
漂
流
物
化
し
な
い
。
 

鉄
骨
造
建
屋
 

Ⅰ
 

重
量
物
で
あ
り
漂
流
物
化
し
な
い
。
 

機
器
類
（
タ

ン
ク
）
 

Ｓ
Ｐ
Ｈ
サ
ー
ジ
タ
ン
ク
 

Ⅰ
，
Ⅱ
 

漂
流
物
化
す
る
可
能
性
が
あ
る
が
，
6
号
及
び

7
号
機
取
水
口
に
到
達
し

な
い
。
 

Ｎ
Ｓ
Ｄ
収
集
処
理
装
置
（

1
号
～

4
号
機
用
）
 

軽
油
タ
ン
ク
 

窒
素
ガ
ス
供
給
装
置
 

泡
消
火
設
備
 

液
化
酸
素
タ
ン
ク
 

 

 

K7
 ①

 Ⅴ
-1
-1
-3
-2
-4
 R
0 

添改3-81



  
 

78 

表
3－

20
 
発
電
所
構
内
の
漂
流
物
に
対
す
る
影
響
評
価

結
果
一
覧
表
（
6
/
6）

 

海
域
・
陸

域
 

場
所

 
分
類
・
種
類

 
内
容
・
名
称
・
構
造
等

 
結
果

 

陸
域
 

荒
浜
側
防
潮
堤
内
敷

地
 

機
器
類
（
タ

ン
ク
以
外
）
 

所
内
ボ
イ
ラ
ー
排
気
筒
 

Ⅰ
 

重
量
物
で
あ
り
漂
流
物
化
し
な
い
。
 

変
圧
器
 

チ
ラ
ー
設
備
 

電
気
・
制
御
盤
 

計
測
機
器
 

車
両
 

車
両
 

Ⅱ
 

漂
流
物
化
す
る
可
能
性
が
あ
る
が
，
6
号
及
び

7
号
機
取
水
口
に
到
達

し
な
い
。
 

資
機
材
 

角
落
と
し
・
角
ホ
ル
ダ
ー
，
仮
設

電
源
・
動
力
・
分
電
盤
，
バ
ッ
ク

ホ
ー
等
 

Ⅰ
 

重
量
物
で
あ
り
漂
流
物
化
し
な
い
。
 

仮
設
ハ
ウ
ス
，
工
具
収
納
棚
，
単

管
パ
イ
プ
，
足
場
板
，
サ
イ
ロ
，

コ
ン
プ
レ
ッ
サ
ー
等
 

Ⅱ
 

漂
流
物
化
す
る
可
能
性
が
あ
る
が
，
6
号
及
び

7
号
機
取
水
口
に
到
達

し
な
い
。
 

そ
の
他
一
般

構
築
物
，
植

生
 

マ
ン
ホ
ー
ル
，
グ
レ
ー
チ
ン
グ
，

チ
ェ
ッ
カ
ー
プ
レ
ー
ト
，
外
灯
，

フ
ェ
ン
ス
，
コ
ン
ク
リ
ー
ト
蓋
等
 

Ⅰ
 

重
量
物
で
あ
り
漂
流
物
化
し
な
い
。
 

監
視
カ
メ
ラ
，
拡
声
器
，
標
識
等
 

Ⅱ
 

漂
流
物
化
す
る
可
能
性
が
あ
る
が
，
6
号
及
び

7
号
機
取
水
口
に
到
達

し
な
い
。
 

樹
木
（
流
木
等
）
 

Ⅱ
 

漂
流
物
化
す
る
可
能
性
が
あ
る
が
，
6
号
及
び

7
号
機
取
水
口
に
到
達

し
な
い
。
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表
3－

21
 
発
電
所
構
外
の
漂
流
物
に
対
す
る
影
響
評
価
結
果
一
覧
表

 

海
域
・
陸

域
 

場
所

 
分
類
・
種
類

 
内
容
・
名
称
・
構
造
等

 
結
果

 

海
域
 

・
荒
浜
漁
港
 

・
発
電
所
周
辺
 

船
舶
 

停
泊
中
，
又
は
，
航
行
中
の
以
下

の
船
舶
 

・
漁
船
 

・
プ
レ
ジ
ャ
ー
ボ
ー
ト
（
小
型
動

力
船
，
手
漕
ぎ
ボ
ー
ト
）
 

Ⅱ
 

漂
流
物
化
す
る
可
能
性
が
あ
る
が

，
6
号
及
び

7
号
機
取
水
口
に
到
達
し

な
い
。
 

・
発
電
所
周
辺
 

発
電
所
近
傍
で
航
行
不
能
と
な
っ

た
以
下
の
船
舶
 

・
漁
船
 

・
プ
レ
ジ
ャ
ー
ボ
ー
ト
（
小
型
動

力
船
，
手
漕
ぎ
ボ
ー
ト
）
 

Ⅱ
，
Ⅲ
 

漂
流
物
化
す
る
可
能
性
が
あ
る
が

，
通
水
性
に
影
響
を
与
え
な
い
。
 

・
発
電
所
周
辺
 

・
巡
視
船
 

Ⅰ
 

退
避
可
能
で
あ
り
漂
流
物
化
し
な
い
。
 

陸
域
 

・
荒
浜
地
区
（
荒
浜
漁

港
）
 

・
松
波
地
区
 

・
大
湊
地
区
 

・
宮
川
地
区
 

・
椎
谷
地
区
 

・
家
屋
等
建
築
物
 

・
フ
ェ
ン
ス
，
電
柱
等
構
築
物
 

Ⅰ
，
Ⅱ
 

重
量

物
で

あ
り

漂
流
物

化
し
な

い
。
漂

流
物

化
し
て

も
発
電

所
に
到

達

し
な
い
。
 

・
乗
用
車
等
車
両
 

Ⅰ
，
Ⅱ
 

・
海

洋
生

物
環

境
研

究
所
 

・
事
務
所
等
建
築
物
 

・
タ
ン
ク
，
貯
槽
等
構
築
物
 

Ⅰ
，
Ⅱ
 

・
乗
用
車
等
車
両
 

Ⅰ
，
Ⅱ
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     ロ. 除塵装置の漂流の可能性の評価 

     （イ） 津波による破損に対する評価 

除塵装置（固定式バースクリーン，バー回転式スクリーン及びトラベリングス

クリーン）については，基準津波の流速に対し，当該施設に発生する水位差が，

現設計範囲内位にあることから，漂流物とならず取水性に影響を及ぼすものでな

い。以下に評価における各条件を示し，評価対象部位を図3－25に示す。 

評価結果を表3－22に示す。 

 

      （ⅰ） 津波流速 

海水貯留堰内（取水口前面）0.5m/s 

 

      （ⅱ） 対象設備 

バー回転式スクリーン，トラベリングスクリーン 

 

      （ⅲ） 確認方法 

設計時に各部材応力を算出し許容値との比較を行っていることから，各スク

リーン前後のそれぞれの設計水位差に対し，基準津波の流速0.5m/sで生じる水

位差が設計水位差以下であることを確認する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3－25 除塵装置の評価対象部位 
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表3－22 除塵装置の取水性影響の評価結果 

設備 部材 
水位差評価 

発生水位差/設計水位差 
判定 

（参考）設計水位差 

の際の評価 

発生値/許容値 

バー回転式 

スクリーン 

バスケット 0.10m/2.0m ○ 
147N/mm2/240N/mm2 

（発生応力/許容応力） 

キャリア 

チェーン 
0.10m/1.5m ○ 

98.4kN/588kN 

（張力/破壊強度） 

トラベリング

スクリーン 

バスケット 0.10m/2.0m ○ 
157N/mm2/240N/mm2 

（発生応力/許容応力） 

キャリア 

チェーン 
0.10m/1.5m ○ 

94.7kN/588kN 

（張力/破壊強度） 

 

     （ロ） 地震，漂流物による破損に対する評価 

除塵装置（固定式バースクリーン，バー回転式スクリーン及びトラベリングス

クリーン）は低耐震クラスであることから，地震あるいは漂流物の衝突により除

塵装置が破損し， 変形あるいは分離・脱落し取水路内で堆積する可能性がある。

しかし，主たる構成要素であるバスケットが隙間の多い構造であることと，取水

口呑口の断面寸法と非常用海水冷却系に必要な取水路の通水量を考慮すると，除

塵装置の変形や分離による堆積により非常用海水冷却系に必要な通水性が損なわ

れることはないものと考えられる。また，分離・脱落した構成部材が原子炉補機

冷却海水ポンプ等に影響を与える可能性については，除塵装置と補機取水槽との

間に約150mの距離があることから，構成部材は補機取水槽に到達する前に沈降し，

原子炉補機冷却海水ポンプ等に影響を与えることはないものと考えられる。 

 

     ハ. 衝突荷重として用いる漂流物の選定 

イ.，ロ.の結果を踏まえ，発電所に対する漂流物となる可能性が否定できない施設・

設備のうち，津波防護施設に関する施設の設計に衝突荷重として用いる漂流物を選定

する。 

津波防護施設として位置付けて設計を行う海水貯留堰があるため，海水貯留堰の設

計に当たっては，最も重量が大きい総トン数10tの作業船の衝突を考慮する。 
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  (4) 津波防護対策 

「(3) 評価結果」にて示すとおり，水位変動に伴う取水性低下及び津波の二次的な影響

による重要な安全機能及び重大事故等に対処するために必要な機能への影響防止に係る評価

を行った結果，引き波時の補機取水槽の水位の低下に対して，原子炉補機冷却海水ポンプの

取水可能水位を下回る可能性があるため，水位変動に伴う原子炉補機冷却海水ポンプの取水

性を保持するため，海水貯留堰を設置する。 

津波の二次的な影響である浮遊砂の混入に対して原子炉補機冷却海水ポンプの機能が保持

できるよう，原子炉補機冷却海水ポンプの軸受に異物逃がし溝（約7.0mm）を設ける設計と

する。また，重大事故等時に使用する大容量送水車（熱交換器ユニット用）及び大容量送水

車（海水取水用）の付属品である水中ポンプについては，入力津波の水位変動に伴う浮遊砂

の平均濃度1.0×10-5wt%に対して，ポンプが取水への砂混入に対しても耐性を有し，機能を

喪失しない設計とする。 
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